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18．生命保険診査 
 

 明治期・大正期・昭和戦前期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

1881 

明治 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7・9 わが国の生命保険医学の歴史は、明治生命保険株式会社の創立ととも

に始まった。創立に当たり社医制度を採用した。16,613) 

－ 印東玄得（1850－1895 年）が、明治生命入社後自ら多数の保険加入者の

診査を行うとともに、医務制度の制定、医事統計の作製に力を尽くした。

当時の診査は、被保険者が会社または医師宅に赴くことを原則とした。診

査は、身長計、体重計、メートル尺、肺活量計、検眼器、骨盤計、打診槌、

握力計等の器械を駆使し、権威あるものであった。当時は保険申込人が医

師に診査料を支払って診査を受けた。その後診査料の加入者負担は撤廃し、

加入者の便宜を図って往診診査が多くなり、同社に数名の医師が出張診査

に従事した。生命保険契約のための健康診断を診査と言い、その報告書を

報状と名付けた。16) 

  1883 

明治 16 

 

－ 検尿は、アメリカでは 1880 年から保険診査に採用された。わが国におい

ては明治生命の報状に「尿の性質反応及び異常性分の有無」なる項目を設

け、医師が必要と認めた場合に検尿が施行した。16) 

 

  1885 

明治 18 

－ 印東玄得が、明治 18年、27年、28年に「男女体格表」を発表した。こ

れはわが国生命保険医学における最初の業績であった。16) 

  1889 

明治 22 

 

7・4 有限責任日本生命保険会社を設立した。明治 24 年には日本生命保険株

式会社に社名を変更した。創業に際して、日本人では初の「生命表」を作

成した。それによって、保険料表を完成した。16) 

  1895 

明治 28 

11 富士川游が『生命保険診査医則』を刊行した。16) 

  1896 

明治 29 

10 山口秀高が『生命保険診断学』を刊行した。16) 

  1897 

明治 30 

 

 

 

 

1 護国生命（後の大同生命）の医務課長であった進藤隆之助らの呼びかけで

「保険医協会」を結成した。進藤隆之助が、生命保険医学について、死亡

統計表の作製に情熱を傾けるとともに、保険医学研究機関の設立に献身的

な努力を尽くした。16) 

3 ゲ・ヘルツフエルド著、百瀬達太郎訳『生命保険診査医必携』を刊行した。

29) 

  1899 

明治 32 

－ 矢野恒太（1866－1951 年）が中心となり「日本アクチュアリー会」を創

立した。この会は、「保険数理士」「保険数理人」等と訳される専門職の
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集まりで、その後生命保険会社の契約の死亡統計に基づいて「生命保険標

準生命表」を作成した。16) 

  1901 

明治 34 

 

 

 

 

1・29 「保険医協会」が保険医学の研究機関を目指して「日本保険医協会」

と改称し、設立した。初代会長は明治生命診査医長の中濱東一郎（1857－

1937年）が務めた。副会長には矢野恒太（明治 32年、日本アクチュアリ

ー会を創設初代会長、明治 35年、第一生命を創立）が就任した。その後、

明治 41年 12月に「日本保険医学協会」に改称した。会報を「保険医学雑

誌」と改称し、昭和 20年を除き毎年発行した。16) 

  1902 

明治 35 

 

－ 日本での生命表を最初に用いたのは、矢野恒太とされた。矢野恒太は、

明治 35 年に第一生命保険相互会社を設立し、生命表を使った。16) 

－ この頃より、生命保険契約診査時に検尿を危険選択に導入した。535) 

  1911 

明治 44 

－ 明治生命・帝国生命・日本生命の 3社がこれまでの被保険者の死 

亡率を基にした死亡表「日本三会社生命表」を作成した。16) 

  1920 

大正 9 

－ 生命保険会社では、生命保険契約診査時に血圧測定を危険選択として導

入した。血圧測定法を契約診査に用いた。16,22,535) 

  1924 

大正 13 

3 大同生命保險株式會社調査課が『血圧並に血圧に影響を及ぼすものに就い

て』を刊行した。535) 

  1927 

昭和 2 

－ 西田義孝が『腎臟炎並に高血圧症に就て』を刊行した。29) 

－ 福島寛四が『糖尿病に就て』を刊行した。29) 

  1930 

昭和 5 

－ 生命保険会社協会が『診査と医学』を刊行した。29) 

  1933 

昭和 8 

11 オスカー・リユケル・エンムデン原著、三浦義道、高田他家雄共譯『弱

体保険論 弱体保険診査指針』を刊行した。29) 

 

 昭和 20 年～29年・昭和 30年～49年・昭和 50 年～63年・平成期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1952 

昭和 27 

 

 

 

 

 

 

－ この頃、生命保険契約診査時に胸部Ⅹ線撮影が多くの会社で制度化した。

生命保険の加入の際に、保障金額が少額の場合には、告知書と呼ばれる健

康状態を告知した書類を申込書と一緒に提出し、保険会社の審査を受けた

が、多くの場合は診査医による健康状態の診査が必要であった。診査を行

う医師は、生命保険会社の社医と、開業医等が生命保険会社から委嘱を受

けた嘱託医であった。診査医による診査内容は、基本的には血圧測定、尿

検査、聴診器による内診、質疑応答等であった。535) 

  1955 

昭和 30 
－ この頃より、生命保険契約診査時に試験紙による検尿を開始した。535) 
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  1956 

昭和 31 

 

－ 高血圧についての研究が、生命保険医学研究の中で行われた。日本人の

血圧値として知られていたのは、生命保険医学研究によって報告された血

圧値であった。22) 

  1958 

昭和 33 
－ 生命保険契約診査時に心電図検査を危険選択として導入した。535) 

  1959 

昭和 34 

－ 生命保険契約診査時に健康証明書(個別代用診査、健康診断書扱等)の取

扱いを開始した。535) 

  1961 

昭和 36 

 

 

 

－ 金井が、生命保険申込者 11万 7,000名の統計から正常血圧は年齢に無関

係で、男では最大血圧 80～140、最小血圧 40～80であり、女ではこれより

僅かに低いと結論した。平尾が、生命保険加入者男約 27 万人、女約 4万

5,000 人を分析して、年齢により若干の増加を認めた。535) 

  1969 

昭和 44 

 

－ 日本保険医学会が、第 1回日本全会社生命表(1960 年～1963年) を作成

発表した。生命保険会社は、「生命保険標準生命表」を作成し、これを保険

料の算出基礎に使用した。535) 

  1984 

昭和 59 

－ 生命保険契約診査時に血液検査を危険選択として導入した。535) 

  1987 

昭和 62 

－ 生命保険契約診査時に腫蕩マーカーを危険選択として導入した。平成7

年～平成8年にかけて多くの会社で施行した。535) 
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19．原爆被爆者健康診断 

 

 昭和 20年～29年 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

1945 

昭和 20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8・6,9 昭和 20年 8月 6日、アメリカ合衆国によりウラニウム爆弾が広島市

に投下され、8月 9日には、プルトニウム爆弾が長崎市に投下された。人

類史上最初の核兵器の使用であった。両市とも一瞬のうちに壊滅した。広

島県、長崎県の調査によると、昭和 20 年までに合わせて約 20 万人が死亡、

傷害を受けた者も約 15万人を数えた。原爆による障害は、熱線と火災によ

る熱傷、爆風による外傷、放射線による傷害という 3つの要因によって引

き起こされ、このうち放射線による傷害が最も特徴的な要因であった。こ

れらの結果、白内障、造血機能障害、白血病、悪性腫瘍等の数多くの疾病

が引き起こされ、長期間にわたり被爆者を苦しめた。その後多数の放射能

に起因する後障害患者の発生をみ、突然発病し死亡する者が生じた。原子

爆弾被爆者に対する国の施策は全くなかった。救護にあたった医師達は対

症療法を施す以外になかった。2,5,10) 

8・6 都築正男は、大正 6年 12月に東京帝大医学部を卒業し、大正 14年 12

月東京帝大医学部口腔外科肋教授になった。大正 15 年 5 月に開かれたアメ

リカ・レントゲン線学会総会において、塩田教授の下で行った研究の概要

を講演した。昭和 4年 2月に口腔外科教授、昭和 9年 3月外科第 2講座教

授になった。都築正男は次のように回顧した。「私は大正 12年に東京帝国

大学大学院に入学し、塩田広重教授のもとに、外科学を専攻した。当時初

めて我邦へ輸入された深部レントゲン装置による治療部に配属を命ぜられ

た。その際、強力なレントゲン線の生物学的作用をも確かめる必要があり、

ウサギについて実験的研究を行った。研究成績は「硬レントゲン線の生物

学的作用に関する実験的研究」として纏めた（「日本外科学会雑誌」27巻 1

号、大正 15年 4月）。強力なレントゲン線をウサギに照射すると、諸内臓

に重篤な破壊的変化を引き起こし、死に致らすことを知り、「急性レントゲ

ン死」と呼んで報告した。その後 20年を経て、原子爆弾の傷害が起こると、

それがかつて知り得た実験の結果と全く同様のであることを知った。」と述

べた。10,536,537,538) 

8・10 被爆直後、軍や行政機関、大学・研究所の科学者の協力によって原子

爆弾の本態及び被害の実情を調査した。調査団は広島に投下された爆弾が

「原子爆弾」であることを公式に認め、爆心は護国神社南方 300メートル、

高度約 550 メートルと推定した。10,536,539, 

540,541) 

8・30 東京帝大外科教授都築正男を団長とした東京帝大（外科、内科、病理）、

陸軍医学校、理化学研究所の調査団は 8月 30 日、広島に到着し、原子爆弾
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災害調査を行った。都築正男と三宅仁は 9月 3日、東警察署の 2階で開か

れた広島県衛生課主催の講演会において、原子爆弾症（原爆症）の治療ま

たは看護について基本方針を指示した。原子爆弾症に関する学術講演の最

初のものとなった。10,536, 539,542,543,544) 

9・4 アメリカはマンハッタン計画（原爆計画）調査団を送り込んできた。

広島調査に東京帝大の都築正男が同行した。9月 9日広島に入った。10,545) 

9・12 陸軍が軍医学校と東京第 1 病院のメンバーを広島に送り、原爆症救護

病院を宇品に開いた。軍医学校関係者は、11月 30日に「原子爆弾による

広島戦災医学的調査報告」を謄写印刷として作った。原爆症の総合研究と

して最初の印刷物であった。10,543) 

9・14 学術研究会議が「原子爆弾災害調査研究特別委員会」を設置した。医

学科会の会長には東京帝大の都築正男がなった。多くの研究者等が参加し

た。10,539,548) 

9・17 広島から帰った都築正男が、東京帝大医学部学生に「広島における原

子爆弾による傷害」というテーマで講義した。講義要旨は、「綜合医学」の

10月号に、「所謂原子爆弾傷に就て－特に医学の立場からの対策」と題し

て掲載しようとしたが、占領軍の検閲で部分的削除が命令され、7か月遅

れて刊行した。この論文は、原爆症の医学的記録としては最初のものであ

った。10,546,547) 

10・12 連合軍最高司令官本部が、広島・長崎の「原子爆弾影響調査」につ

いて命令を発した。東京帝国大学都築正男の指揮する日本政府グループも

参加した。10,544) 

11・30 学術研究会議・原子爆弾災害調査研究特別委員会の第 1回総会報告

会を東京帝大で開いた。その後、12 月 19日、昭和 21年 1月 23日、2月

16日に開いた。10,543,544) 

11 陸軍軍医学校が『原子爆弾に依る広島戦災医学的調査報告 本冊、別冊

附図、別冊表』を刊行した。29) 

  1946 

昭和 21 

 

 

 

 

 

 

 

3・31 学術研究会議・原子爆弾災害調査研究特別委員会医学科会の調査成績

の詳報は、昭和 21年 3月 31 日、都築正男の編集・執筆で脱稿し、同年 7

月『原子爆弾災害調査研究報告』として 200 部を謄写印刷し、「未定稿」の

印を押して配布したところ、ＧＨＱから印刷物として公刊出来ないとされ

た。この報告書は昭和 26 年 8月になって初めて日の目を見た。10) 

8・6 昭和 21年 7月ビキニで原爆実験が行われた。これに立ち会ったターニ

ー軍医大佐が軍医と科学者を広島に送り、原爆後遺症の調査を行った。

10,543) 
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  1947 

昭和 22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4・1 大阪における第 12回日本医学会において、特別講演が行われ、初めて

原子爆弾症の全貌が明らかにした。10) 

7・1 アメリカ本国では、日米合同委員会代表だったオーターソン大佐が口

火を切り、海軍長官フォレステルが原子爆弾後遺症を継続して調査するよ

うトルーマン大統領に建言した。トルーマンは 1946 年 11月建言を採択し、

米国学士院・学術会議に対し、原爆傷害調査委員会Ａtomic Ｂomb Ｃ

asualty Ｃommission（ＡＢＣＣ）の設置を指令した。昭和 22年７月１日

に発足した。この委員会のグループは、日本に派遣し、広島に研究所を新

設した。原爆傷害調査委員会は長期にわたって白内障、悪性腫瘍の発生、

寿命短縮、遺伝的影響といった後遺症を研究するには、日本側と協力する

必要があり、国立予防衛生研究所にその役目を負わせた。市民は初めこの

ＡＢＣＣ研究所に期待を持ったが、治療を行わなかったので、次第に反感

を持つた。10) 

10 来須正男らが（京都）、広島で原爆に被爆した 40 人の患者について、症

状の詳しい経過等を「診療と経験」43巻 3号に発表した。28) 

  1948 

昭和 23 

 

 

8・31 「予防衛生研究所」（昭和 22.5.21  政令第 58号）が、原子爆弾影響

研究のため米国の活動に協力するため広島及び長崎にその支所を設置（昭

和 23.8.31  政令第 273号）した。昭和 24年 5月名称を国立予防衛生研究

所に改めた。5) 

  1951 

昭和 26 

 

8 日本学術調査団が『原子爆弾災害調査報告書・総括編』を刊行した。昭和

28年 5 月に『原子爆弾災害調査報告集』（第 1・第 2分冊）を刊行した。

10,544,549) 

  1952 

昭和 27 

 

 

 

4・30 「戦傷病者遺族等援護法」を制定（昭和 27.4.30  法律第 127号）し

た。本法では、一般市民である被爆者は適用外に置かれていた。このため、

一般被爆者への対策を求める声が高まった。広島、長崎では、県、市、医

師会等で構成する「原爆障害者治療対策協議会」を設置し、無料診療を中

心とする救護活動を開始した。2) 

  1954 

昭和 29 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 都築正男が『医学の立場から見た原子爆弾の災害』を刊行した。29) 

3・1 米国がビキニ環礁で行った水爆実験で静岡県焼津の第 5福竜丸が被災

した事件が起きた。被災した 2～3日後に全乗務員 23名が軽い頭痛きたし

嘔気を伴う者も出た。白い灰を浴びた部分は水ぶくれになり、後に黒変し

脱髪した。3月 14日に焼津に帰港。同市協立病院で処置を受けたが、原爆

症であることが確実になり、全員東京に移送され、東京大学附属病院及び

国立東京第一病院に入院した。第 5福竜丸の被災者の大部分は後に症状が

軽快して退院したが、久保山愛吉は 9月 23日に死亡した。本事件の医学的

所見は、都築正男により、昭和 29年 4月 6日～13日ジュネーブで開催さ

れた国際赤十字委員会総会に報告した。「ビキニ海域被災漁夫の症状経過」
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は「医療」8巻 6号（昭和 29年 6月）に掲載した。被爆者対策は、国の責

任として行うべきであるとの世論が高まった。2,16) 

 

昭和 30 年～49年・昭和 50年～63年・平成期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1956 

昭和 31 

 

12・12 昭和 30 年頃、原爆症患者の死亡が相次いだ事情もあって、衆議院本

会議において、政府は速やかに必要な健康管理と医療について適切な措置

を講じられたい旨の決議をした。1) 

  1957 

昭和 32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3・31 放射能による障害はいつ症状を呈してくるやも知れないという不安が

あり、これに対処するために被爆者に対し健康診断を繰り返し、早期に症

状を発見して医療を加えることが必要であった。国が健康診断及び医療を

行い、その健康の保持及び向上を図ることを目的とする「原子爆弾被爆者

の医療等に関する法律」（「原爆医療法」）を制定（昭和 32.3.31  法律第

41号）した。本法は、（1）原子爆弾の放射線を直接浴びた者、残留放射能

（誘導放射能及び放射性核分裂生成物による放射能）の影響を受けた者又

はこれらの者の胎児であって、都道府県知事（広島市及び長崎市にあって

は市長）に申請して「被爆者健康手帳」の交付を受けた者を「被爆者」と

定義し、（2）都道府県知事（広島市及び長崎市にあっては市長）は、被爆

者に対し毎年健康診断を行い、その結果によって必要な健康上の指導を行

うとし、（3）被爆者が、原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病

に罹り、現に医療を要する状態にある旨の厚生大臣の認定を受けて医療を

受ける場合は、その費用は全額国が負担することを骨子とした。被爆者（被

爆時広島・長崎市内又は隣接地域、爆心地から凡そ 4キロ以内にいた人、

早期入市者、胎内被爆者）への、「原子爆弾被爆者健康手帳（被爆者手帖）

の交付、無料健康診断の実施、原爆に起因すると認められる疾病（認定疾

病）について審査の上で医療費を国が負担することが定めた。同法に基づ

き、「被爆者健康手帳」を交付し、原爆症として認定され、必要な医療の

給付を受けた。5) 

－ 昭和 32年度中に「被爆者健康手帳」の交付を受けた者は、全国で 209 万

984人、このうち健康診断を受けた者は延べ 10万 1,436人、厚生大臣の限

定を受けた要医療者数は 1,091人であった。5) 

  1958 

昭和 33 

12 都築正男が『放射線の影響』（学術月報別冊資料第 3号、国際連合科学委

員会報告書 日本学術振興会編  1958 年）を刊行した。29) 

  1960 

昭和 35 

8・1 被爆者対策強化の要望に応ずるため、「原子爆弾被爆者の医療等に関す

る法律」を改正（昭和 35.8.1 法律第 136 号）した。医療給付の範囲の拡
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大と医療手当の支給等を改め、原子爆弾被爆者対策は進展した。改正の内

容は、次の通りであった。1  多量の放射線を浴びた被爆者を特別被爆者と

して、医療費（社会保険等の給付のない部分）を国が負担した。2  厚生大

臣の認定を受けて医療を受けている被爆者のうち、低所得者については、

国が月々医療手当を支給した。5) 

11 長崎原子爆弾後障害研究会が『原子爆弾後障害研究会講演集 第 2回(昭

和 35年)－第 38回(平成 9年)』を刊行した。29) 

  1961 

昭和 36 

 

 

 

8・6 広島原爆医療史編集委員会が『広島原爆医療史』を刊行した。29) 

－ Ｒaymond Ｗ.Ｔurner, Ｄorothy Ｒ.Ｈollingsworthが『ＡＢＣＣ－予

研成人健康調査  1958-60年  広島 結核調査』（原爆傷害調査委員会業績

報告書 13-63）を刊行した。29) 

  1962 

昭和 37 

12 厚生省公衆衛生局企画課が『原爆医療必携』を刊行した。29) 

  1964 

昭和 39 

 

3 被爆者対策の強化を求める声は全国的な盛り上がりをみせた。昭和 39 年

3月には参議院本会議で、同年 4月には衆議院本会議で「原爆被爆者援護

強化に関する決議」を行った。2) 

  1965 

昭和 40 

 

 

11 被爆者の生活及び健康状況等を適確に把握するため、原子爆弾被爆者実

態調査を行った。調査の結果、被爆者は単に健康に対する原子爆弾の影響

を受けているにとどまらず、それが生活の種々の面にも影響を及ぼしてい

ることを窺わせた。2,5) 

  1967 

昭和 42 

－ 厚生省公衆衛生局が『原子爆弾被爆者実態調査健康調査および生活調査

の概要』を刊行した。29) 

  1968 

昭和 43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5・20 被爆者対策の強化推進の要請に応ずるため、被爆者の生活面に配慮し

た施策を盛り込んだ「原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律」を

制定（被爆者特別措置法）（昭和 43.5.20 法律第 53号）した。本法は、1 

「原爆医療法」により原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病に

罹った旨の厚生大臣の認定を受けた被爆者であって、現に負傷又は疾病の

状態にある者は、健康上、生活上最も悪条件下にあり、特別の出費を余儀

なくされていることにかんがみ、被爆者に対し、療養生活の安定を図るた

め、特別手当を支給した。2 「原爆医療法」に言う特別被爆者であって、

原子爆弾の放射能の影響に関連があると思われる造血機能障害、肝機能障

害等特定の障害を伴う疾病に罹っている者のうち、65 歳以上の者、身体障

害者、母子世帯の母親等に対し、その療養生活の安定を図るため、健康管

理手当を支給した。3 従来「原爆医療法」に基づき支給されている医療手

当の制度をこの法律に移行した。4 「原爆医療法」に言う特別被爆者であ

って、原子爆弾の傷害作用に関連があると思われる精神上又は身体上の障
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害により介護を必要とする状態にある者に対し、介護手当を支給した。制

度の適用では、被爆特に傷病との因果関係の認定を要し、爆心地からの距

離、現在の所得等で制限した。その後「原爆医療法」「被爆者特別措置法」

（旧被爆 2法）は、改正が重ね、「特別被爆者」の条件・範囲等、認定・給

付範囲は徐々に拡大した。5) 

  1970 

昭和 45 

7 朝日新聞社が『長崎医大原子爆弾救護報告』を刊行した。29) 

  1974 

昭和 49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6・17 被爆者の福祉対策の一層の推進を図るため、「原爆医療法」と「原爆

特別措置法」を改正（昭和 49.6.17 法律第 86号）した。改正の内容は、

「原爆医療法」：特別被爆者と一般被爆者の区分を廃して、全ての被爆者に

対して一般疾病治療費の支給を行うことにした。原爆が投下された際、被

爆地域として政令で定められた地域に隣接する区域内にあった者に対して

も当分の間、被爆者に準じて健康診断及びその結果に基づく指導を行った。

「原爆特別措置法」：厚生大臣の認定を受けた被爆者は、当該負傷又は疾病

の状態でなくなった場合でも特別手当を支給した。「原爆医療法」において

特別被爆者と一般被爆者の区分を廃止したことに合わせ、健康管理手当等

の支給対象を一般被爆者に拡大したこと等であった。この間、原爆病院の

施設設備の整備、被爆者養護ホーム（昭和 43年から）及び「被爆者健康管

理センター」の設置（昭和 62年度着工）、原爆に関係ある疾病の調査研究

等の施策が行われた。5) 

  1975 

昭和 50 

 

 

 

 

－ 第 2回原子爆弾被爆者実態調査を実施し、被爆者対策の進展がみられた。

2) 

－ ＡＢＣＣ（原爆傷害調査委員会）研究所は、日本の法律に基づく財団法

人放射線影響研究所になった。昭和 32 年 7月に科学技術庁所管の放射線医

学総合研究所、昭和 36年 4月に広島大学に附属研究所として原爆放射能医

科学研究所が発足した。10,539,543,544,545) 

  1978 

昭和 53 

12 大阪被爆二世の会が『厚生省被爆二世健診』を刊行した。29) 

  1981 

昭和 56 

 

 

 

 

 

6・9 「原子爆弾被爆者に対する特別措置法」（被爆者特別措置法）を改正（昭

和 56.6.9  法律第 70号）した。内容は、「原爆医療法」に基づく認定疾患

医療を受けている者に対して医療特別手当を支給する、原子爆弾小頭症患

者に対して原子爆弾小頭症手当を支給する、 一部手当の所得制限を撤廃す

る等であった。2) 

－ 広島市が、都築正男の自宅に保存されていた関係文書を集めて『広島新

史 資料編 第 1巻都築資料』を刊行した。542) 
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  1985 

昭和 60 

10 被爆者の高齢化の状況等被爆者の健康や生活の状況を把握するため、「第

3回原子爆弾被爆者実態調査」を実施した。2) 

  1986 

昭和 61 

 

 

 

 

 

－ 広島県環境保健部原爆被爆者対策課が『原爆被爆者援護のあゆみ 被爆

者白書 被爆 40年』を刊行した。29) 

－ 「原爆医療法」は、認定条件を「爆心地から 2キロ以内の被爆者を特別

被爆者とする」等、被爆者の受けた傷害のうち放射線を多量に浴びたこと

によるものを扱うという考え方であった。昭和 63年 3月末の認定者数は

2,092 人と、被爆者総数約 31万 2,000 人（ともに生存者数）の約 0.7％に

とどまった。26,534) 

  1992 

平成 4 

3 放射線被曝者医療国際協力推進協議会が『原爆放射線の人体影響 1992』

を刊行した。29) 

  1994 

平成 6 

 

 

 

 

12・16 「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」（被爆者援護法）を制

定（平成 6.12.16  法律第 117 号）した。その内容は、都道府県知事は、

被爆者に対し、毎年、厚生労働省令で定めるところにより、健康診断を行

う。都道府県知事は、健康診断の結果必要があると認めるときは、当該健

康診断を受けた者に対し、必要な指導を行う。と規定した。26) 

  1995 

平成 7 

 

 

 

10 広島大学放送教育実施委員会が『被爆 50年 放射線が人体に与えた影

響』（広島大学公開講座 広島大学放送教育実験実施委員会編）を刊行した。

29) 

10 長崎大学医学部附属原爆被災学術資料センターが『長崎原子爆弾の医学

的影響』を刊行した。29) 

  1998 

平成 8 

3 広島市衛生局原爆被害対策部が『広島市原爆被爆者援護行政史 被爆 50

周年』を刊行した。29) 

  2009 

平成 21 

11 安田徳一が『放射線の遺伝影響』を刊行した。29) 

  2011 

平成 23 

 

 

4・30 小高健（元東京大学伝染病研究所長）が『日本近代医学史』を刊行し、

「原子爆弾災害調査」を掲載した。30) 

－ 大滝英征解題『原子爆弾災害調査報告 第 1冊－第 5冊』（15年戦争重

要文献シリーズ補集 1）を刊行した。29) 
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20．公害被害者健康診断 

 

明治期・大正期・昭和戦前期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1900 

明治 33 

 

 

 

 

2 政府が「足尾鉱毒事件調査会」を組織し、医学界からも入沢達吉、丹波敬

三、坪井次郎らを任命して調査に当った。入沢達吉の担当した臨床的調査

は、「所謂鉱毒の人体に及ぼす影響に就て」（足尾銅山鉱毒事件の調査）と

してまとめた。人体への影響否定の論文が「国家医学会雑誌」第 179・180

号（足尾鉱毒問題特集号、明治 35年）に掲載した。15,335,551,552,553) 

  1920 

大正 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 当時の上新川郡農会長であった金岡又左衛門が、農商務大臣山本達雄と

富山県知事東園基光に神岡鉱業所の鉱毒除去の建議書を提出したのが、神

通川流域の鉱毒被害の表面化の始まりであった。イタイイタイ病は、富山

県の神通川流域の一部の地域に発生したカドミウム環境汚染による健康被

害であった。大正時代から原因不明の重症のリウマチ様の痛みを伴う奇病

が発生していた。重症者ではちょっと体を動かすだけで激痛を来たし、骨

折を伴うことも多く、耐え難い痛みのために「イタイ、イタイ」と悲鳴を

あげていたことから、地元では「イタイイタイ病」と呼ばれていた。2,550) 

－ 宮崎県西臼杵郡高千穂町土呂久で、亜砒酸の製造を開始した。その直後

から亜砒酸の粉じん、亜硫酸ガス、重金属が体内に取り込まれて土呂久砒

素公害が起った。亜砒酸製造は大正 9年年から昭和 16 年に及び、中断を挟

み昭和 30年から昭和 37年まで製造した。568) 

  1926 

大正 15 

3 藤原九十郎らが、「都市の煤煙と其防止問題 第 1 篇」、「大阪市における

煤煙に関する調査」を「国民衛生」3巻 7号に発表した。28) 

  1931 

昭和 6 

 

10・5 大阪府の煤煙防止調査委員会が、内務大臣及び大阪府知事に対し、「煤

煙防止取締規則」発布を建議した。「大大阪」7巻 11 号に掲載した。28) 

 

昭和 20 年～29年 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1946 

昭和 21 

 

 

 

4 富山県神通川流域にリューマチ性の地方病的症状の患者の多発が目立っ

た。宮川村農業会が金沢大学精神科に調査を依頼した。28,558) 

8 富山県の神通川流域に疼痛を主とする奇妙な疾患が多発していることが

気付かれのは第 2次世界大戦末期であった。医学的調査は、昭和 21年 8月、

長澤太郎（金沢医科大学）らにより実施したのが最初であった。22,558) 

  1949 

昭和 24 

－ 昭和 24年 8月、全国に先駆けて東京都が、「工場公害防止条例」を制定

した。昭和 25年には「大阪府事業場公害防止条例」が、昭和 26年には「神
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奈川県事業場公害防止条例」が、昭和 30年には福岡県が「公害防止条例」

を制定した。2,5) 

  1950 

昭和 25 

 

 

－ 京浜、阪神、北九州等の大工業地帯での大気汚染問題は、戦後の経済復

興とともに顕在化した。昭和 25 年には戸畑市において、地元婦人会が公害

反対運動を始めた。これを背景として、多くの自治体で公害防止条例を制

定した。2) 

  1951 

昭和 26 

－ 「横浜喘息」が発生した。この年より昭和 35年にかけて、川崎市大師地

区に大気汚染による農作物被害が著しくなった。28) 

  1953 

昭和 28 

 

12・15 熊本県南部の不知火海に面した漁村に、言語歩行の障害、錐体路性

症状を呈する原因不明の奇病が発生し始めた。後に水俣病と認定された水

俣病患者第 1号が水俣市に発生した。16,28,554) 

 

  昭和 30 年～49年 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1955 

昭和 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1・17 東京にスモッグの出現が頻繁であった。28) 

5 戦地から復員して、故郷である地元で開業した荻野昇医師が、患者の悲惨

さに驚き、患者の診療を行っていた。イタイイタイ病（イ病）が注目され

たのは、昭和 30年に河野稔と荻野昇が、臨床外科医会で本症を「イタイイ

タイ病」として報告してからであった。22,550, 

559) 

8 熊本県下の水俣湾周辺に錐体外路系症状を主とする原因不明の中枢神経

系疾患が続発し、地域の病院、保健所で注目された。熊本大学医学部は、

水俣市からの要請を受け、同年 8月末に水俣奇病研究班を発足し、原因の

究明にあたった。さかのぼって調べた結果、当該患者は昭和 28年末から発

生しており、既に死亡した患者も含め計 51名に達した。これらの患者は、

視野狭窄、歩行失調、構音障害等Ｈunter Ｒussell 症候群を持った典型的

な重症中毒患者であった。2,22) 

10・1 「東京都ばい煙防止条例」を制定した。28) 

11・6 北陸医学会で萩野昇と河野稔が、イタイイタイ病に関し報告した。27) 

－ 四日市市では、旧海軍燃料廠跡及びその周辺に日本最初の石油化学コン

ビナートが造られた。それに伴い喘息患者が増加し、「四日市喘息」という

新病名がつくられた。16,22) 

  1956 

昭和 31 

 

 

 

5・1 水俣病が、原因不明の奇病の発生として水俣保健所より公表した。こ

の年 50 名が発病し、11人が死亡した。28,554) 

5・28 水俣市に、「水俣奇病対策委員会」を設置した。28,554) 

5 チッソ水俣工場附属病院の細川病院長らは、4人目の脳症状を主とした原

因不明の患者を発見し、熊本県水俣保健所に届出た。県は直ちに保健所、



- 402 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師会、附属病院等を中心として、水俣市郊外の患者発生地域の調査を行

い、次々と同種の患者を発見し、昭和 28年頃から同種患者が発生している

ことが判明した。550) 

8・24 熊本県が、熊本大学医学部に水俣奇病研究を依頼した。同大学は求め

に応じ「水俣病医学研究班」を設置した。医学部長尾崎正道（薬理学）を

中心に、六反田藤吉（微生物学）、武内忠男（病理学）、喜田村正次（公衆

衛生学）、入鹿山且朗（衛生学）、長野祐憲（小児科学）、勝木司馬之助（内

科学）の各教授がそれぞれ専門分野から研究を進めた。昭和 31年 11月 4

日、委員会の中間報告を行った。研究の第 1段階は、臨床的観察であった。

昭和 32 年に始まる研究の第 2段階では、毒物となるべき物質の探究に向け

た。その後、外国文献を探す中で、イギリスのハンターらが、10年前（1940

年）にメチル水銀化合物による人体中毒例を報告した論文があるのが目に

ついた。数年前スエーデンでも数例の報告があり、その症状が水俣病と極

めて似ていることが分かった。有力容疑者として、有機水銀が登場した。

28,550,554) 

12・25 東京都に午後から夜にかけて濃いスモッグが発生した。28) 

  1957 

昭和 32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 厚生省が、厚生科学費を支出して各機関に研究させたところ、「水俣病は、

水俣湾産魚介類を多量に摂取することによって発症する中毒性疾患で、そ

の原因物質としては、重金属殊にマンガンが疑われる」と言う結論であっ

た。16) 

3・4 熊本県が、「水俣奇病対策連絡会」を設置した。28,554) 

8・30 熊本県が、販売を目的とする水俣湾内の漁獲禁止を決定した。28) 

12・1 富山県医学会において萩野昇医師が、イタイイタイ病の鉱毒説を発表

した。28) 

－ 水俣湾周辺には、脳性小児麻痺様症状を示す患児が異常に多発している

ことが判明し、患児 9名について行った疫学調査の結果、これも水俣病と

考えらられるとの見解を熊本大学医学部公衆衛生学教室が出した。22) 

  1958 

昭和 33 

7・15 国立公衆衛生院の「水俣市に集団発生した奇病の原因は、新日窒水俣

工場の廃棄物」と結論した公文書が、水俣市に届いた。28) 

12・25 「工場排水等の規制に関する法律」を制定（昭和 33.12.25  法律第

182号）した。5) 

  1959 

昭和 34 

 

 

 

4 神奈川県京浜工業地帯大気汚染防止対策技術小委員会が『大気汚染調査研

究報告』を刊行した。29) 

6 鹿児島県出水市で水俣病患者が発生した。28,554) 

7・22 熊本大学医学部の水俣病医学研究班が、研究報告会において、チッソ

水俣工場のアセトアルデヒド製造設備と塩化ビニル製造設備で触媒として
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使用する無機水銀の一部が排水に含まれて海に流出し、それが魚介類の体

内に入って有機水銀に変化するのではないかという推論を立て、この旨を

報告した。2,16,550) 

10 チッソ水俣工場付属病院の細川院長のネコ実験で、アセトアルデヒド酢

酸工場廃水によりネコ水俣病を発症した。28,554) 

11・12 熊本大学医学部水俣病研究班が、公式に「原因物質はある種の有機

水銀である」と発表した。22,555) 

11・12 厚生省食品衛生調査会常任委員会が、「水俣病は水俣湾の魚介類中の

ある種の有機水銀化合物による」と厚生大臣に最終答申した。

16,28,550,554) 

12・8 アメリカのＮＩＨ疫学部長Ｋurland が、水俣病の原因物質は有機水

銀であるとの結論を日本の新聞紙上に発表した。28) 

－ 熊本県衛生部が．「熊本県水俣湾魚介類を多食摂取することによっておこ

る食中毒について」と発表した。28) 

－ 大気汚染研究全国協議会が発足し、日本における研究推進が図られた。

16) 

  1960 

昭和 35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 政府が、経済企画庁に水俣病総合調査研究連絡協議会を設け、水俣病の原

因究明と対策の検討を進めた。2,16,550) 

3・6 東京都におけるスモッグ発生は、この 1～2年間は年に約 60 回であっ

た。28) 

3 熊本大学医学部を中心とした研究結果は、当時、同大学内科教授をしてい

た勝木司馬之助（現九州大学教授）が、「水俣病   奇病の原因を求めて」

を「自然」15巻 3号（昭和 35年 3月）に発表した。16) 

6 大阪市衛生局環境衛生課が『大阪市の大気汚染 昭和 35年 6月. 昭和 37

年 6 月. 昭和 39年 1月. 昭和 40年 4月. 昭和 42年 12 月』を刊行した。

29) 

－ 熊本県、鹿児島県が、関係研究機関等の協力を得て、水俣市の対岸にあ

る天草諸島の住民を含む広範囲にわたる住民の一斉健康調査を実施した。

この地域の住民のうち調査対象者約 11万余名に対し、第 1次健康調査（ア

ンケート）を行い、そのうち約 2万 3,000 余名を第 2次検診（医師による

診察）の対象とし、さらに検診結果に基づいて約 1,900余名について第 3

次検診（精密検診）を実施した。554) 

－ 地元医師及び一部学者により、鉱山廃液、神通川の河川水、飲料水、米、

魚、死亡者の骨及び臓器等の調査結果に基づいて、「イタイイタイ病の原因

は鉱毒、恐らく慢性カドミウム中毒による」と言う説を唱えた。550) 

  1961 

昭和 36 

3・21 熊本大学教授武内忠男が、病理解剖により胎児性水俣病患者の存在を

確認した。28,554) 
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3・23 水俣病患者診査協議会が、不知火海沿岸住民の毛髪中の水銀量を検討

した。554) 

6・11 熊本大学小児科助教授の原田義孝が、水俣地方に多発の脳性小児マヒ

は有機水銀と強い因果関係があると発表した。28,554) 

6・24 日本整形外科学会において荻野昇が、吉岡金市と連名で、神岡鉱山の

カドミウムによるイタイイタイ病発生説を発表した。28) 

8・7 水俣病患者診査協議会が、初めて胎児性水俣病を診断した。28, 554) 

9・10 第 7回国際神経医学会（ローマ）において熊大内田、徳臣と神戸大喜

田村正次が、水俣病の原因物質はメチル水銀化合物であると発表した。

28,554) 

10 わが国で最初のコンビナート型開発を行った三重県四日市地域では、昭

和 34年頃から逐次工場の操業を開始した。昭和 36 年頃から、所謂四日市

喘息や異臭魚問題等を引き起こした。四日市市磯津地区に喘息患者が同時

に多発した。2,5,28,562) 

12・10 富山市で開かれた県医師会総会の後、イタイイタイ病シンポジウム

を開いた。河野臨床医研究所長河野稔、同所中山忠雄、金沢大教授梶川欽

一郎、医師荻野昇が演者であった。荻野昇は、「神通川の水に含まれるカド

ミウム等重金属が関係ありそうである」と発表した。28) 

12・18 富山県が「富山県地方特殊病対策委員会」を設置し、本症の原因の

究明とその対策に乗り出した。550) 

12 水俣市の患者は、合計 87人、うち 36人が死亡した。残りは廃疾化して

いる。16) 

－ 熊本大学医学部病理学第二講座が『水俣病の病理学的研究』を刊行した。

29) 

  1962 

昭和 37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1・12 東京にスモッグが発生し、視界は 200ｍであった。28) 

2 熊本大学医学部水俣病医学研究班が、チッソ水俣工場の排水からメチル水

銀を検出した。550) 

4・3 熊大教授入鹿山且朗が、日本衛生学会総会で「水俣工場より排出され

ると考えられる有機水銀と水俣病の機転」を発表した。原因毒物のメチル

水銀が魚介類を介して人体に侵入し毒性を発揮した。魚介類はメチル水銀

を濃縮蓄積し有毒化した。28,554,556) 

6・2 「ばい煙の排出規制等に関する法律」を制定（昭和 37.6.2 法律第 146

号）し、本法は、すすその他の粉じんと亜硫酸ガス又は無水硫酸を規制の

対象とし、大気汚染地域を指定しばい煙発生施設に届出義務を課すこと、

ばい煙の濃度が基準を超える場合、規制措置を命ずること、を規定した。

5) 

10・11 富山県が、「イタイイタイ病対策連絡協議会」を結成した。28) 
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昭和 38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2・16 熊本大学教授入鹿山且朗が、「水銀化合物を新日窒工場のスラッジよ

り抽出した。水俣病の原因が工場の廃液にあるという、殆んど最終的証明

である。」と発表した。28) 

 

5・24 東京の大気汚染の人体に対する影響に関する都衛生局委託の調査結果

を、衛生局学会で国立公衆衛生院鈴木武夫らが発表した。汚染地区で気管

支炎患者の増加、小学生の気管支粘膜異常等が認められた。28) 

6 厚生省が医療研究イタイイタイ病研究委員会を、文部省が機関研究イタイ

イタイ病研究班を発足した。昭和 40年から昭和 42 年にかけて、イタイイ

タイ病の原因究明とカドミウムの人体影響に関する組織的な調査研究を実

施した。これらの研究班は、臨床、実験、疫学、分析化学等の立場から本

病を総合的に研究して、原因、治療、予防法等を明らかにするものであっ

た。22,550,560) 

8・28 富山県の調べによると、富山県神通川流域のイタイイタイ病の疑いの

ある患者 84人、対象総数は 882人であった。28) 

10・15 東京都が、「煤煙防止条例」を全面改正し、新たに「煤煙防止条例」

を制定した。28,563) 

11・25－29 厚生省と通商産業省が、「四日市地区大気汚染特別調査団」（黒

川調査団）を派遣し、四日市市で調査を行った。調査団の報告書では、四

日市の大気汚染を問題とし煤煙規制法を適用するよう勧告し、国会に提出

した。28) 

  1963 

昭和 39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4・2 四日市で 3日間の激しいスモッグの後、喘息患者が死亡した。28) 

6・1 神奈川県で新「公害防止条例」を施行した。5日に、全国で最初に認

定基準を決定した。28) 

6・4 新潟に水俣病患者が発生した。この時は病名不明であった。28) 

7・11 埼玉県川越市富士見中学グランドで、先生や生徒等約 40人に急に頭

痛や手足のしびれが発生した。川越保健所が、スモッグが原因と推察され

た。28) 

12・28 四日市市平田市長が、次年度からの喘息患者の医療費公費負担の構

想を発表した。28) 

－ 四日市市において、硫黄酸化物を主体とした大気汚染が住民の健康にど

のような影響を与えているのかを知るために、国民健康保険を利用して、

全市の 13地区について各種疾患に対する地区別の受診者を約 3万人につい

て調査した。年間受診率では、ＳＯ2との相関比は極めて高かった。特にＳ

Ｏ2と高い相関係数を示す 3群の上気道疾患に於いて、気管支喘息、感冒症

候群は高年者に於いて、咽喉頭炎は幼年者に於いて差が大きくなっていた。

また、直接 40歳以上の住民に対して、自覚症の調査及び呼吸機能検査を行

うと、疫学調査の結果と同様に、汚染地区に於いて高い影響を認めた。有
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症者又は障害者の発生比は、対照地区より 2-6倍程度であった。50歳以上

の高年齢者層での気管支喘息の増加が異常に顕著なことが注目された。こ

のように、硫黄酸化物を中心とした汚染によって気管支喘息が増加するこ

とが日本で初めて疫学的に確認した。16,22,564) 

  1965 

昭和 40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 新潟大学が、水俣病の疑いのある患者に気が付いた。4 月に、水俣病の疑

いのある患者第 2号を発見した。椿忠雄が、阿賀野川沿岸の有機水銀中毒

について、「臨床神経学」8巻 9号に発表した。28) 

5 新潟大学脳研究所から新潟県衛生部に対し、原因不明の中枢神経系疾患が

阿賀野川下流の沿岸部落に散発しているという連絡があった。22) 

6・12 新潟大学が、新潟県下阿賀野川流域における水俣病症状患者の集団発

生を発表し、阿賀野川における第 2水俣病が、大きく世間の注目を集めた。

13日から調査を開始した。22,28) 

6・17 新潟県が、新潟大学と合同で有機水銀中毒患者研究本部を設置した。

28) 

6 新潟県より報告を受けた厚生省が、特別研究班を組織し、事件究明のため

に国の組織的な調査研究を開始した。新潟県衛生部と脳研究所神経内科教

室とが中心となり患者発生地域周辺を広範に住民検診の形で調査した。疫

学班により 4万 9,208名の健康調査を実施した。調査の結果、昭和 39年 8

月以降死亡 5名を含めて 26名の患者が発生したと判明した。新潟の場合は

典型的な症状の揃わない軽症の患者も精密検査により患者と診定された。

当時ガスクロマトグラフィーによる諸種有機水銀の超微量精密分析法が、

世界に先がけ神戸大学医学部公衆衛生学教室で開発した。ガスクロマトグ

ラフィーによる有機水銀分析法は、汚染魚、患者頭髪、臓器、化学工場排

水口の水ゴケからのメチル水銀の検出、さらにアセトアルデヒド製造工程

における触媒として添加した無機水銀からのメチル水銀の副生量からその

機構までも明らかにした。22,550) 

7・1 厚生省の専門家検討会で新潟県下の有機水銀中毒事件につき、「工場廃

水に含まれたアルキル水銀で汚染された魚貝を食して発生した」と結論づ

けた。550) 

9・10 厚生省特別研究班が、新潟の有機水銀中毒事件で、阿賀野川上流の昭

和電工鹿瀬工場の排水口付近から異常に高い水銀を検出した、と発表した。

28) 

10・22 岡山大学教授小林純と富山の医師荻野昇が、日本公衆衛生学会で「イ

タイイタイ病は上流鉱山の廃液が原因である」と発表した。28) 

10・24 金沢大学のイタイイタイ病対策委員会が、黒部川流域 8地区のイ病

類似患者 93人の精密検診を開始した。28) 
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2・26 厚生省が、東京都内の自動車排気ガスの実態と人体への影響の調査結

果を発表した。交差点付近の住民の一酸化炭素汚染は限界すれすれの状態

であった。28) 

3・31 熊本大学医学部水俣病研究班が、これまでの研究成果をまとめ『水俣

病－有機水銀中毒に関する研究』を刊行した。28,29,554) 

4・1 新潟大学医学部教授椿忠雄が、日本内科学会で、「新潟の水俣病は工場

の廃液で発生した」、と発表した。28) 

4・3 神戸大学医学部教授喜田村正次が、日本衛生学会で「新潟の奇病は工

場廃水に由来する有機水銀中毒である」と発表した。28,554) 

4・7 第 39回日本産業医学会で、九大教授猿田南海雄らが、工業地帯等大気

汚染地区では呼吸器や目の疾患が多いことを発表した。28) 

5・17 新潟大学公衆衛生学教室が、昭和電工鹿瀬工場排水路の水苔よりメチ

ル水銀を検出したと発表した。28) 

5 『横浜市の公害対策に対する医師会の寄与とその活動－「市民理性」の担

い手・横浜市医師会協力概況報告』を刊行した。28) 

6・26 熊大助手荒木（小児科）が、「先天性水俣病に関する研究」で胎児性

水俣病を動物実験で再現した。28) 

7・16 倉敷の呼松、福田地区の住民の肝機能低下、貧血等、健康上の訴えが

同市内連島地区の住民に比べ多いことが、地元病院の医師が発表した。

28,491) 

8・26 東京都世田谷区の環状 7号線沿線の住民に喘息の発生が目立った。こ

のため同区と同区医師会が調査を開始した。28) 

9・9 新潟水俣病に関し、厚生省特別研究班が、「5月に昭電鹿瀬工場の排水

口より採取した水苔からメチル水銀を検出した」と発表した。排水口付近

からの水銀検出は初めてであった。28) 

10・2－11 東京、神奈川、千葉、埼玉の 1府 3県で、スモッグ調査を実施し

た。28) 

－ 汚染の高い四日市市磯津地区においては、昭和 40 年頃には通常の罹患率

の数倍以上となり、特に 40歳以上では住民中約 8％、50歳以上では約 10％

を超えた。この喘息は、比較的高齢者に多く、性比は約 10対 7で男に多く、

喫煙者に高い等、かなりに慢性気管支炎または老人性喘息の発生と類似し

ていた。22,566) 

  1967 

昭和 42 

 

 

 

 

1・7 東京都にこの年初めてスモッグ警報があった。都内から京浜一帯に 0.3

～0.5ppm以上の亜硫酸ガスであった。28) 

1 昭和 38－40年度文部省機関研究イタイイタイ病研究班、昭和 38年度厚生

省医療研究イタイイタイ病研究委員会が『いわゆるイタイイタイ病に関す

る調査研究報告』を刊行した。イタイイタイ病の発症原因は、カドミウム

が大きな役割を果たしているが、その他の要因、例えば低栄養等も否定し
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えないという説が有力になった。550) 

3・14－17 東京都世田谷区が、医師会の協力を得て、自動車排気ガスの影響

調査を行った。対象地区は三軒茶屋交差点付近であった。28) 

3・17 北九州市における 40歳以上の女性 6,000 人に対する大気汚染の人体

影響調査結果を発表した。九大による調査であった。大気汚染度の高い戸

畑地区で多くの住民が慢性気管支炎や喘息症状に悩まされていることが判

明した。28) 

4・18 厚生省の新潟県阿賀野川流域有機水銀中毒事件の特別研究班が、原因

を昭和電工鹿瀬工場の工場廃水と結論した。22,28) 

8・3 公害問題の全国化、激化に伴い、公害防止のための総合的施策の必要

性が指摘され、「公害対策基本法」を制定（昭和 42.8.3 法律第 132号）

した。本法は、公害の定義とその範囲を明確にし（大気の汚染、水質の汚

濁、騒音、振動、地盤沈下、悪臭のいわゆる典型 6公害）、国民の健康を守

り、生活環境を保全するため環境基準を設定すること、事業者の責任を明

確化し、公害防止計画を作成及び公害の事前防止の姿勢を明らかにし、国、

自治体、事業者、住民それぞれの公害防止に関する責務を定めた。5,332) 

8・30 厚生大臣の諮問機関の食品衛生調査会が、新潟県阿賀野川流域の有機

水銀中毒事件の汚染源は、昭和電工鹿瀬電工の廃水である、と答申した。

28) 

9・2 厚生省が、新潟県阿賀野川の水銀中毒事件につき、原因を昭和電工鹿

瀬工場とする公式見解を科学技術庁に提出した。28) 

11・28 横浜市で開催の大気汚染研究全国協議会で四日市市大気汚染地区に

住む人々の喘息罹患率が、非汚染地区に比べて 3倍も高いことを、発表し

た。28) 

12・7 厚生省イタイイタイ病研究班が、神通川流域及び神岡の廃液溝からカ

ドミウムを検出し、三井神岡鉱山とカドミウムの関係を明確にした、とす

る中間報告を発表した。22,28,561) 

－ イタイイタイ病に関する調査の中で最も大規模でよく計画された疫学調

査は、昭和 42年に金沢大学医学部の援助のもとに実施した調査であった。

30歳以上の住民全員 6,717 人を対象に実施した。その結果、明らかなイタ

イイタイ病 50人、疑いのある者 48人、要観察 136 人が把握された。この

疫学調査を中心に、イタイイタイ病の疫学的特徴が明らかにした。22) 

－ 三重大学の吉田克己らが、四日市磯津地区での患者の喘息発作と亜硫酸

ガス濃度との関係を調べた。明らかに亜硫酸ガスの高い週に喘息発作が増

加した。磯津地区では、コンビナートの本格的な操業開始とともに、まず

気管支喘息の発生が急上昇し、次いで慢性気管支炎、さらに喘息性気管支

炎となっていた。22) 
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1 富山県における対策は、昭和 42 年には再開し、患者及び要管理者の登録、

治療、健康管理を目的とした住民検診を実施した。昭和 43年 1月より富山

県イタイイタイ病審査協議会が発足し、患者、要管理者の登録制度と治療

費の公費負担を行った。22) 

3・27 厚生省委託のイタイイタイ病原因究明調査班が、「イタイイタイの主

体は、三井金属神岡鉱業所より排出のカドミウム」との最終報告をまとめ

た。28) 

3 日本公衆衛生協会が『イタイイタイ病の原因に関する研究 特にカドミウ

ムを中心とする重金属類の分布とその由来について』を刊行した。28) 

4 横浜市公害センターが『慢性気管支炎をめぐる諸問題』（公害資料 no.8. 

大気汚染と健康調査第 2報）を刊行した。29) 

5・8 厚生省が、富山県神通川流域のイタイイタイ病について、「原因は三井

金属鉱業神岡鉱業所より排出のカドミウムであり、イタイイタイ病を公害

病とし、その治療や予防策を推進する」との見解を発表した。イタイイタ

イ病の原因についての厚生省見解は、カドミウムが主因で、妊娠、授乳、

低栄養等がプラスアルファとして誘因となっており、骨軟化症の発生機序

については腎尿細管障害に基づく「腎性骨軟化症」であると見た。22,550) 

6・10 「大気汚染防止法」（昭和 43.6.10 法律第 97号）を制定（昭和 43.6.10 

法律第 98号）した。5) 

9・15 新潟大医学部助教授滝沢行雄が、昭和電工鹿瀬工場の水銀カスより

2.4ppm のメチル水銀を検出したと発表した。28,554) 

9・26 熊本大学研究班の調査・研究の成果の上に立って、政府が、水俣病の

本態と原因について、正式に「水俣病の原因物質はメチル水銀であること、

チッソの水俣工場のアセトアルデヒド酢酸設備内で生成されたメチル水銀

化合物が工場廃水に含まれて排出され、魚介類を汚染し、その魚介類を地

域住民が摂取することによって生じたものである」との見解を明らかにし

た。22,550) 

12・14 厚生省が、昭和 40 年からの学童の健康調査の結果、汚染地区の小学

生の呼吸機能の低下が年を追うごとに著しくなっていることを発表した。

28) 

－ 萩野昇が『イタイイタイ病との闘い』を刊行した。29) 

  1969 

昭和 44 

 

 

 

 

1 石牟礼道子が『苦海浄土 わが水俣病』を刊行した。29) 

2・12 「いおう酸化物による大気汚染防止のための環境基準」を閣議決定し

た。28) 

3・27 厚生省が、鶯沢・安中・対馬のカドミウムに関し、「イタイイタイ病

のおそれは現在のところなし」と結論した。28) 

2・12 「いおう酸化物による大気汚染防止のための環境基準」を閣議決定し
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た。28) 

5・9 東京地方でスモッグ注意報が終日解除にならず、全国でも初めての事

態であった。28) 

5・29 熊大教授武内忠男が、不顕性水俣病を発見した。28) 

6・19 東京都衛生局学会で、東京の 40歳代の男性 20 人に 1人が気管支炎と

発表した。最大の原因は大気汚染だった。28) 

7・29 厚生・通産両省が、亜硫酸ガス特別排出基準を告示した。28) 

11 日本公衆衛生協会が『慢性カドミウム中毒ならびにいわゆるイタイイタ

イ病に関する医学研究会 発表・討議記録』を刊行した。29) 

12・15 国が、公害被害に対応して、迅速円滑な解決、全国的立場から医療

救済措置を積極的に進めるため、「公害に係る健康被害の救済に関する特

別措置法」を制定（昭和 44.12.15  法律第 90号）した。 

本法は、水俣病やイタイイタイ病患者の健康被害の救済を図るものであっ

た。法律では被害者が原因企業から補償を受けるまでの間のつなぎ措置と

して、昭和 45年 2月以降水俣病患者に対して、被害者への医療の保障を目

的として、産業界、国、地方公共団体の負担により、医療費、医療手当、

介護手当を支給した。昭和 49年 9月 1日に廃止した。5,22,550) 

  1970 

昭和 45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1・26 水俣病の認定に際しての医学的検査の項目は、厚生省公害部庶務課長

通知（環公庶第 5009 号）に示した。原則として全例について行う検査：精

密視野検査、精密眼底検査、精密聴力検査（乳幼児等で実施できない場合

は省略できた。ゴールドマン視野計による。）。必要に応じて行う検査：

水銀量測定（毛髪、血液、尿）筋電図検査、バイオプシー（末梢神経）頸

部レントゲン撮影、脳脊髄液検査、血液・尿の糖検査等、類似疾患の鑑別

のために行う検査。とした。550) 

2・20 政府が、一酸化炭素に係る環境基準を閣議決定した。28) 

4・6 富山県の医師荻野昇、富山衛生研究所食品科学部長福山が、日本衛生

学会にて、イタイイタイ病の早期診断法を発表した。28) 

6・27 東京都衛生局が、新宿区柳町住民の検診結果を発表した。体内の鉛は

基準以下であり、「治療を要する中毒患者はいない」とした。28,29) 

6・28 千葉県木更津市で原因不明の大気汚染物質により、市内の小学生 1,500

人が喉等の痛みを訴えた。のちに光化学スモッグ被害で被害者は約 5,000

人に発生と判明した。28) 

7・18 東京に光化学スモッグが、杉並区を中心に 11 区 8市に発生した。数

千人が目や喉の痛みを生じた。杉並区の東京立正高校では、生徒数十人が

目まい等を起して倒れた。28,346) 

7 横浜市公害センターが『横浜市磯子区における乳幼児健康調査』（公害資

料 号外）を刊行した。29) 



- 411 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9・22 田子の浦港周辺で、ヘドロから発生する硫化水素ガスのため、住民約

5,000 人に頭痛、吐き気、喉の痛み等が増えた。28) 

11・12 川崎市で 27歳の若い主婦が、公害病の気管支喘息が原因で死亡した。

28) 

11・18 黒部市のカドミウム問題で、厚生省が、住民の健康診断結果を発表

した。イタイイタイ病の患者や慢性カドミウム中毒患者はないが、要観察

者 33人がいた。28) 

12・25 公害撲滅の世論や市民運動が急激に盛り上がりをみせ、第 64回臨時

国会（いわゆる「公害国会」）が開かれ、「公害対策基本法」の改正（昭和

45.12.25 法律第 132号）を始め、「大気汚染防止法」の改正が行われた。

また、「水質汚濁防止法」（昭和 45.12.25 法律第 138 号）の制定等が行わ

れ、公害関連法律が確立した。2,5) 
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1・12 「神奈川県公害防止条例」を制定した。28) 

3・16 長野市松代町の日本電解工業会社の従業員や、付近住民 13 人の尿中

より、多量のカドミウムを検出した。28) 

4 和田攻が『公害による疾患』を刊行した。29) 

5・12 光化学スモッグが発生し、東京、埼玉等の 6ヵ所で「目が痛い」との

訴えが続出した。28) 

7・1 「環境庁設置法」を制定（昭和 46.5.31 法律第 88号）し、昭和 46

年 7 月環境庁を設置した。5) 

8・7 水俣病患者認定問題で環境庁は裁決した。「水銀の影響が否定できぬ者

は認定せよ」と、熊本・鹿児島両県知事から水俣病の認定申請を棄却され

た患者 9人が起した行政不服審査請求に、両県知事の処分取消しと、県段

階での認定審査やりなおしを命じる「取消し裁決」であった。27) 

8・7 水俣病の認定要件は、環境庁事務次官通知（環企保第 7号）「公害に

係る健康被害の救済に関する特別措置法の認定について」で示した。後天

性水俣病、胎児性または先天性水俣病の認定要件であった。550) 

11・13 西日本新聞に斎藤正健が、土呂久砒素公害を告発した。28) 

11・28 宮崎県医師会による検診が行われ、8名に異常を認めるも、公害は

否定した。11月 29日 環境庁から調査官が来て、公害を否定した。28) 

11 宮崎県西臼杵郡高千穂町土呂久地区おいて、過去の無水亜砒酸の採取等

に伴う環境汚染により、健康被害があるとの意見を発表した。宮崎県が、

環境庁、県医師会等の協力を得て、土呂久地区の社会医学的調査を鉱山周

辺の環境調査とともに実施し、土呂久地区住民と対照地区として社会経済

的に近似の山附地区住民とを比較検討した。この調査結果は、皮膚症状を

主体としてみるとき、手掌、足蹠の異常角化、色素沈着が土呂久地区住民

に顕著であり、亜砒酸製造の歴史的事実と相俟って亜砒酸曝露による皮膚
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障害と考えた。これらの異常者のうち慢性砒素中毒と確診された人は 7名

で、このうち土呂久鉱山における職業性曝露歴を持つ人は 3名、残り 4名

は一般住民であった。この 7名の症状は色素沈着 7名、白斑 6名、角化症

7名、視野狭窄 7名、嗅覚低下または脱失 5名、神経症状 3名、気管支肺

疾患 6 名、感音系難聴 6名で、鼻中隔穿孔は認められなかったと報告した。

このほか、土呂久地区では、女性の貧血、結膜炎、白内障、トラコーマ、

低血圧症が有意に高率であり、無視できない所見であると報告した。また

ケースコントロール研究で、肺がん死亡について砒素の影響を否定できな

いとした。この健康障害に最も主役をなしたのは、鉱山操業中自然界に放

出された重金属、ガス体の中で、砒素と亜硫酸ガスであったと推定した。

22,569,570,571,572) 

12・22 環境庁中央公害審議会が、浮遊粉塵の環境基準について答申した。

28) 

－ 堺市健康調査委員会が『堺市健康調査報告 第 1報 (昭和 45年度調査)、

第 2 報 (昭和 46年度調査)、第 3報 (経年調査分)』を刊行した。29) 

  1972 

昭和 47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1・16 宮崎県高千穂町土呂久の亜ヒ酸鉱山跡（住友金属所有）周辺に中毒患

者の多発していることが、日教組研究集会（甲府市）で発表した。28) 

1・28 環境庁が、宮崎県土呂久のヒ素中毒は 8人のみと発表し、被害者らよ

り再調査せよと抗議を受けた。28) 

2 熊本大学で精密検査を行った。皮膚所見は慢性砒素中毒としたが、内臓所

見は現時点では砒素との関係は不明とした。中村家政らが重視したのは皮

膚症状で、斑状、びまん性の両方があり、露出部のみならず、被服部位に

も見られ、白斑は特に被服部位で、雨だれ状が特徴的であり、角化症も手

足等に見られた。また皮膚癌も見られた。皮膚、毛髪、爪においては、砒

素は検出しなかった。呼吸器症状(52.1％)、耳鼻科症状(70.8％)、眼科症

状(83.3％)、末梢神経症状(62.5％)も見られた。なお、同じ中村らは昭和

51年に 48人に増えた記録も行っている。572,573) 

3・3 兵庫県市川流域等生野鉱山（三菱金属鉱業）下流で、イタイイタイ病

患者 4 人が、イタイイタイ病発掘者の医師荻野昇（富山県婦中町）により

発見した。兵庫県はこれを否定した。28) 

3・21 通産省が、ＰＣＢの生産・使用中止を、関係業者へ通達を発した。28) 

3 日本公衆衛生協会が『イタイイタイ病およびカドミウム中毒の発症機序と

早期診断に関する研究報告書』を刊行した。29) 

3 三重県公害保健医療研究協議会が『四日市公害患者の医療管理方式の確立

に関する研究 調査研究報告書昭和 46年度』を刊行した。29) 

4・9 八代海沿岸住民対象の水俣病第 2次検診で、疑いのある患者 792人を

発見した。28) 
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4 日本公衆衛生協会が『イタイイタイ病およびカドミウム中毒に関する学術

シンポジウム』（環境保健レポート Ｎo.11）を刊行した。29) 

6・22 「大気汚染防止法」、「水質汚濁防止法」を改正（昭和 47.6.22 法律

第 84号）し、健康被害に関する無過失損害賠償責任を定めた。5) 

6・30 光化学スモッグが、首都圏をおおい被害者 1,687人（児童に集中）で

あった。28) 

6 イタイイタイ病の認定の要件は、環境庁企画調整局公害保健課長通知（環

企保第 55号）に示した。認定に際して行う医学的検査も一部改正した。「イ

タイイタイ病認定に必要な検査事項」は、次の通りであった。1) 一般的所

見 ① 既往歴：カドミウム曝露歴、治療歴、遺伝関係等。② 臨床所見：

骨格変形、疼痛（特に運動により増強）、運動障害（あひる様歩行等）等。

2) 血液検査 ① 血清無機リン。② 血清アルカリフォスターゼ。③ 血清

カルシウム。④ 必要に応じて行う検査。赤血球数、赤血球沈降速度、血清

クレアチニン、血糖、肝機能、血清ナトリウム、血清カリウム、血清クロ

ール、ＣＯ2含量、尿素窒素等。3) Ｘ線検査 撮影部位：胸部、骨盤、大腿

骨及び疼痛部位の骨。所見：骨萎縮像、骨改変層またはその治癒像、骨変

形等。4) 尿検査  ① 尿蛋白の定性、定量、蛋白分画及び尿中アミノ窒素

の定量。② 尿等の定性及び定量。③ 尿中カドミウム量（原則として 1日

尿について）(原子吸光光度法)。④ 必要に応じて行う検査。尿中クレアチ

ニン、カルシウム、リン等。5) その他必要と認められる検査骨の生検、腎

機能検査等、必要に応じて適当な検査を実施した。550) 

7 九州大学医学部教授倉恒匡徳により「土呂久地区の鉱害にかかわる社会医

学的調査成績」を発表した。健康被害に最も重要な役割を果たしたものは

砒素であり、ついで亜硫酸ガスとした。同教室の徳留信寛が、肺癌多発の

方向性を示唆した。570) 

9・6 兵庫県生野地区のイタイイタイ病を調査していた環境庁委託の「イタ

イイタイ病カドミウム中毒研究班」が、否定的見解をまとめ、住民の再調

査を指示した。28) 

9・27 「川崎市公害防止条例」を施行した。28) 

12・5 熊本・鹿児島両県知事が、天草の住民も含む 52人の水俣病患者を認

定した。患者総数は 344人（うち死亡 62人）となった。28) 

12・15 東京都が、児童 1,324人を公害病患者と認定した。都内の公害病患

者は総計 2,935人となった。12 月 27日、東京都の公害病認定患者総数が

4,421 人となった。28) 

－ 新潟県が、阿賀野川流域の住民の一斉健康調査を実施した。その結果、

地域住民と川舟業者から 84名の有所見者、学童から再度精密検査を要する

者 2 名が発見された。550) 

－ 環境庁の研究費によって総合研究班が結成され、イタイイタイ病患者、
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カドミウム汚染地域住民の健康影響、動物実験等の調査研究が実施された。

22) 

－ 日本公衆衛生協会が『光化学反応による大気汚染』を刊行した。29) 

  1973 

昭和 48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2・1 政府が、名古屋・東海・豊中・北九州の 4地区を大気喘息病の指定地

域に追加した。28) 

2・1 国の「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」の政令を改正

し、公害に係る指定疾患に慢性砒素中毒を追加し、土呂久地区が同法の指

定を受けた。28,550) 

2・1 環境庁が、「砒素による健康被害検討委員会」（委員長：久保田重孝）

より昭和 48年 1月 24日に中間報告があったので、環境庁企画調整局公害

保健課長通知（環企保第 11号）を出した。その後、「公害に係る健康被害

の救済に関する特別措置法による慢性砒素中毒症の認定等について」と題

する環境庁企画調整局公害保健課長通知（昭和 49.5.15  環企保第 84 号）

を示した。慢性砒素中毒症の認定に必要な要件及び認定に必要な検査項目

は、次のようであった。(1) 原則として全例について行う検査：① 皮膚検

査、② 鼻粘膜検査、③ 末梢神経検査、④ 砒素量の測定（頭髪）。(2) 必

要に応じて行う検査：① 皮膚生検、② 末梢神経の電気生理学的検査、③ 胸

部レントゲン検査、④ 心電図検査、⑤ 肝機能検査、⑥ 腎機能検査、⑦ 血

液検査、⑧ 眼科的検査、⑨ その他認定のため必要に応じて行う検査 550) 

3・31 小山仁示が『戦前昭和期大阪の公害問題資料』（「調査と資料」第 16

号）を刊行した。29) 

5・8 二酸化窒素、光化学オキシダントの環境基準を策定した。二酸化硫黄

の環境基準を改定した。8月 10 日に窒素酸化物排出基準を設定した。28) 

10・5 公害被害者の迅速かつ公正な保護を図ることを目的として、「公害健

康被害の補償等に関する法律」を制定（昭和 48.10.5  法律第 111 号）し

た。この制度は、著しい大気の汚染又は水質の汚濁の影響による健康被害

者に対する補償給付を行った。気管支喘息等の疾病が多発している地域を

第 1 種地域として指定し、水俣病、イタイイタイ病、慢性砒素中毒症のよ

うな原因物質と疾病の間に特異的な関係がある疾病（環境汚染が著しく、

その影響による特異的疾患）が多発している地域を第 2 種地域として指定

した。「第 1種地域」の大気汚染による公害病は、広い認定を可能にした。

「第 2 種地域」の公害認定は、国の定める基準によって認定した。特に水

俣病では、申請しても認定されない患者（未認定患者）が多かった。加害

者の費用負担で補償を給付した。本法の給付は療養費及びその関係費、補

償関係費、保健福祉事業費等で、補償費としては障害補償費、遺族補償費、

児童補償費、埋葬量等が含まれた。 5,22,26) 
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10 東京都内の新宿区牛込柳町等自動車交通の激しい 3地区で、肺癌が多発

していることが、都保健所の調べで判明した。28) 

1974 

昭和 49 

 

 

 

 

 

 

3 大阪市が『公害健康被害補償法地域指定等基礎調査報告書 呼吸器疾患受

診率調査、環境大気調査  関連資料』を刊行した。29) 

6 健康障害調査専門委員会が『ヒ素による公害指定区域外に居住する旧土呂

久鉱山元労働者の健康調査結果報告書』を刊行した。29) 

7・1 島根県鹿足郡旧笹ガ谷鉱山周辺が、政府により砒素中毒地域に指定し

た。28) 

10・30 国認定の公害病患者数は、この日現在で 1万 5,973 人となった。28) 

 

  昭和 50 年～63年 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

1975 

昭和 50 

 

 

 

 

3・24 大阪市の大気汚染による公害病認定患者数は 5,075 人となった。28) 

3 イタイイタイ病の患者数は、昭和 42年以降、昭和 50年 3月現在に至るま

でに 130名が正式に認定され、うち 56 名が死亡し、生存している認定患者

は 72名であった。認定患者の他に 360名が要観察の判定を受けており、現

在 123 の要観察者がいた。550) 

3 昭和 50年 3月末現在、48 名が慢性砒素中毒症の認定を受けた。（県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の緊急医療救済措置法による認定患者 7名、国の救済法による認定患者 18

名、補償法の認定患者 23名）。550) 

5・19 「土呂久・松尾等鉱害被害者を守る会」が、未認定患者 32 人の公害

認定申請を宮崎県に提出した。自主検診に基づく申請は今回が初めてであ

った。28) 

8・21 東京都江戸川区の 6価クロム汚染をめぐる住民の検診を開始した。そ

の後全国各地の同業会社の工場で、クロム汚染による労働者の鼻中隔穿孔

症等健康破壊の実態が発見され、問題を拡大させた。28) 

8 環境庁が 6価クロム規制基準を作成した。5) 

8 熊本県が、5年をかけて水俣湾周辺の住民の水銀汚染被害を調べた結果が

まとまった。水俣病症状ありとされた者 158 人、疑いの残る者 308 人であ

った。うち 118人は、認定済みであった。28) 

11・26 新潟県水俣病患者は 611人、うち死者 30人となった。28) 

－ 堀田らは、検診で 91名の詳細な症状を記載した。呼吸器症状は遷延か増

悪、消化器症状は軽減が多く、眼耳鼻科症状は遷延、心臓循環器症状は増

悪、神経症状は増悪、急性皮膚炎症状はみられないが、色素沈着、色素脱

出、角化症は全例増悪していると記録した。宮崎医科大学皮膚科（現宮崎

大学医学部皮膚科）により、土呂久の検診を継続した。574) 
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  1976 

昭和 51 

 

 

 

 

 

3・10 環境庁環境保健部保健業務課が『公害医療ハンドブック 公害健康被

害補償法の解説』を刊行した。29,550) 

5 日本公衆衛生協会が『水俣病に関する総合的研究 中間報告書 第 2集、

第 3 集』（環境保健レポート Ｎo.37. 40）を刊行した。29) 

8 日本公衆衛生協会が『イタイイタイ病およびカドミウム中毒』（環境保健

レポート Ｎo.38、41、44－45、48－52、61－62）を刊行した。29) 

  1977 

昭和 52 

 

 

 

 

1 環境庁環境保健部が『複合大気汚染健康影響調査 [本編]、資料編』を刊

行した。29) 

－ 水俣病の認定の判断は、昭和 52年に環境庁環境保健部長通知により、医

学界の定義を踏まえてその判断条件として明確化した。昭和 60年には、医

学専門家会議により最新の知見を踏まえて再確認を行った。550) 

  1980 

昭和 55 

 

3 川崎市衛生局管理部公害補償課が『公害被害者対策 10年の歩み』を刊行

した。29) 

11 川原一之が『口伝亜砒焼き谷』を刊行した。29) 

  1981 

昭和 56 

 

3 結核予防会が『ディーゼル排出ガス影響調査 健康影響調査  環境庁委託

業務結果報告書 昭和 55 年度版－昭和 60年度版』を刊行した。29) 

  1982 

昭和 57 

 

 

3 水俣病の患者は 2,494 人に達した。22) 

3 結核予防会が『環境基準の設定に必要な調査研究 アスベスト健康影響調

査 環境庁委託業務結果報告書 昭和 56年版－昭和 58年版』を刊行した。

29) 

  1985 

昭和 60 

3 東京都衛生局が『クロム健康影響調査報告書 第 3回、第 5回、追跡調査』

を刊行した。29) 

  1986 

昭和 61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 環境庁大気保全局が『大気汚染健康影響調査報告書 昭和 55～59年度』

を刊行した。29) 

5 東京都衛生局が『複合大気汚染に係る健康影響調査総合解析報告書』を刊

行した。29) 

10 「公害健康被害者の補償等に関する法律」に基づく第 1種地域について

は、著しい二酸化硫黄汚染が改善されてきたことから、制度の見直しが行

われた。公害健康被害の補償に関する法律（公健法）への法律名の改正等

とする制度改正を行い、昭和 63年 3月から施行した。5) 

－ 昭和 61年に報告した東京都複合大気汚染健康影響調査では、昭和 53 年

～昭和 59年に、都内測定局の半径 1キロ以内での 10年間の肺癌、その他

の癌、虚血性心疾患による死亡率と窒素酸化物・硫黄化合物暴露量の間に

高い相関があった。26,567) 
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  1987 

昭和 62 

 

 

9 イタイイタイ病対策協議会が『カドミウム腎症と進むイ病研究』（イタイ

イタイ病セミナー講演集第 6回）を刊行した。29) 

－ 「公害健康被害補償法」（公健法）を改正し、大気汚染指定地域 41ヵ所

の解除と公害患者の新規認定打ち切りを決定した。26) 

1988 

昭和 63 

 

 

 

3 「公害健康被害の補償に関する法律」（公健法）を施行し、新たな事業内

容は、(独)環境再生保全機構が行う調査研究、喘息等に関する健康相談、

乳幼児を対象とする健康診査等であった。587） 

3 大阪府衛生部環境衛生課が『大気汚染による住民健康影響調査 中間結果

報告書』を刊行した。29) 

 

  平成期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1990 

平成 2 

 

 

 

 

3 日本公衆衛生協会が『ＮＯxの健康影響に関する研究報告書 公害健康被

害補償予防協会業務報告書 平成元年度－平成 3年度』を刊行した。29) 

10 萩野昇先生追悼文集発行委員会、イタイイタイ病対策協議会が萩野昇先

生追悼文集発行委員会、イタイイタイ病対策協議会編集『イタイイタイ病

と生きる 故萩野昇先生をしのんで』を刊行した。29) 

  1991 

平成 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 日本公衆衛生協会が『水俣病検診・審査促進に関する調査研究』が、を刊

行した。29) 

9 東京都衛生局医療福祉部環境公害保健課が『大気汚染保健対策に係る健康

影響調査総合解析報告書』を刊行した。29) 

11 中央公害対策審議会答申書「今後の水俣病対策のあり方について」にお

いて、「公健法」とは別の行政施策が必要であることを示した。これを受け、

四肢末梢優位の感覚障害を有すると認められる者に医療手帳を交付し、医

療費、療養手当等を支給する医療事業（受付期間 平成 4年～7年 3月）

及び地域住民の健康診査等を行う健康管理事業を内容とする水俣病総合対

策事業を開始した。590)  

  1994 

平成 6 

4 大阪府環境保健部環境局環境政策課が『大気汚染による住民健康影響調査

結果報告書』を刊行した。29) 

  1995 

平成 7 

 

 

 

 

 

 

9 水俣病の「最終決着」に向けて、9月に連立与党 3党（自民、社会、新党

さきがけ）は与党解決案をまとめ、政府は閣議で政府解決策を決定、村山

首相が談話を発表した。村山首相の談話は、歴史上初めて、公害問題で政

府が公式に謝罪した。水俣病と認定されていない者でも救済の対象とする

点で従来の政策を転換した。他に、医療費を負担する総合対策医療事業、

チッソが国の金融支援を受けて一時金 260 万円、患者団体への団体加算金、

総額 250億円を支払うというものだった。各患者団体はこの提案を受け入

れ、水俣病問題は「解決」に向って進み出した。この解決策の概要は、企
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業は、水俣病に見られる四肢末梢優位の感覚障害を有する等一定の要件を

満たす者に対して一時金を支払うこと、救済を受ける者は訴訟等の紛争を

終結させること、によって水俣病に関する様々な紛争について早期に最終

的かつ全面的な解決を図ることであった。医療手帳の対象者とならなかっ

た者であっても、一定の神経症状を有する者に対しては、保健手帳を交付

し、上限を設けた医療費等を支給することになった。水俣病患者が発生し

てから認定を申請した患者は、熊本、鹿児島両県だけで延べ 1万 7,383人

（申請を取り下げ等除く）に及んだ。認定されたのは 2,260 人、うち 1,200

人は既に死亡した。26,557) 

  1996 

平成 8 

 

 

 

1 環境庁環境保健部が『複合大気汚染健康影響調査 本編、資料編』を刊行

した。29) 

7 「水俣病対策について」の閣議了解に基づき、総合対策医療事業の申請受

付を平成 8年 7月まで行い、11,152 人を医療手帳該当者、1,222 人を保健

手帳該当者とした。590) 

  1997 

平成 9 

 

 

 

 

3 結核予防会・結核研究所が『低硫黄軽油使用時のディーゼル排出ガスの慢

性健康影響調査』を刊行した。29) 

－ 環境省が、カドミウムの健康影響に関する総合的研究班を設置し、調査

研究を実施した。平成 9年から、住民健康調査について、1次健診で近位

尿細管機能異常のスクリーニング検査である尿中β2マイクログロブリン

定量を行う等の見直しを行った。590) 

2002 

平成 14 

 

 

 

 

3 環境省が、昭和 60年度から平成 8年度の住民健康調査の調査結果をまと

め、『カドミウム汚染地域住民健康影響調査検討会報告書』を発表した。29) 

－ 日本公衆衛生協会が『イタイイタイ病及び慢性カドミウム中毒等に関す

る総合的研究 環境省委託業務結果報告書 平成 13年度、平成 14年度』

を刊行した。29) 

  2003 

平成 15 

7 富山県厚生部健康課が『神通川流域住民健康調査検討会報告書』を刊行し

た。29) 

  2004 

平成 16 

 

 

 

4 石牟礼道子が『石牟礼道子全集 不知火 第 1 巻～第 17 巻』を刊行した。

29) 

10・15 水俣病患者に対して総合対策医療事業の拡充を行った。保健手帳は、

医療費の自己負担分を全額給付することにし、拡充した保健手帳の交付申

請の受付が平成 17年 10月に再開した。590) 

  2005 

平成 17 

 

3・1 独立行政法人環境再生保全機構が『公害健康被害補償予防制度 30年の

あゆみ』を刊行した。29) 

12 森永謙二が『アスベスト汚染と健康被害』を刊行した。29) 
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  2006 

平成 18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2・10 「石綿による健康被害の救済に関する法律」を制定（平成 18.2.10  法

律第 4 号）した。本法は、石綿による健康被害を受けた者及びその遺族に

対し、医療費等を支給するための措置を講ずることにより、石綿による健

康被害の迅速な救済を図ることを目的とした（第 1条）。第 2条（定義等）

では、「指定疾病」は、中皮腫、気管支又は肺の悪性新生物その他石綿を

吸入することにより発生する疾病とした。また、「死亡労働者等」は、労

災保険の保険関係が成立している事業に使用される労働者とみなされる者

であって、石綿にさらされる業務に従事することにより指定疾病病に罹り、

これにより死亡した者、とした。第 3条 （救済給付の種類等）では、健康

被害の救済のため支給される給付は、1  医療費、2  療養手当、3  葬祭料、

4  特別遺族弔慰金、5  特別葬祭料、6  救済給付調整金とし、独立行政法

人環境再生保全機構が支給した。第 4条（医療費の支給及び認定等）では、

機構は、指定疾病の認定を受けた者に対し、医療費を支給するとし、認定

を行ったときは、石綿健康被害医療手帳を交付した。345,355) 

  2007 

平成 19 

－ 環境再生保全機が [企画・製作]『石綿  アスベスト 健康被害と救済』

を刊行した。29) 

  2008 

平成 20 
3 堀田宣之が『慢性砒素中毒研究 症候学的アプローチ』を刊行した。29) 

  2009 

平成 21 

 

 

 

 

 

 

 

7・15 「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」を

制定（平成 21.7.15  法律第 81 号）した。平成 22年 4 月 16日には「水俣

病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法の救済措置の方

針」を閣議決定した。同年 5月 1日より給付の申請受付を開始し（平成 23

年末 26,149 名）10月 1日より一時金（200 万円／人）の給付を開始した。

590) 

－ 平成 9年度から 19年度の住民健康調査を中心に、それ以前のデータも含

めて集計し、「カドミウム汚染地域住民健康影響調査検討会報告書」をま

とめた。590) 

  2010 

平成 22 

3 旧第 1種地域（大気汚染系疾病の多発地域）の現存被認定者数は 42,732

人であった。587) 

  2011 

平成 23 

 

 

 

 

 

 

3 水俣病患者に対する総合対策医療事業の対象者（生存者）は、医療手帳

7,086 人（熊本県 5,199人、鹿児島県 1,569 人、新潟県 318 人）、保健手帳

を新規に申請し交付された者は、平成 22年 7月末現在 28,364 人（熊本県

22,872 人、鹿児島県 5,937 人、新潟県 455 人）であった（申請は平成 22

年 7 月末日で終了）。被認定者数は 2,970 人（熊本県 1,780 人、鹿児島県

491人、新潟県 699 人）で、このうち生存している人は、739 人（熊本県

382人、鹿児島県 150人、新潟県 207 人）であった。590) 

3  イタイイタイ病患者として計 194 人を認定した。587） 
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5 幹線道路沿道における局地的大気汚染と呼吸器疾患との関係について、平

成 17年度から幹線道路住民を対象とした大規模な疫学調査「局地的大気汚

染の健康影響に関する疫学調査」を実施し、平成 23 年 5 月に調査結果を公

表した。学童コホート調査は 57 の小学校の約 12,500 人、成人調査は 9市

区の約 11万人を対象に行った。590） 

  2015 

平成 27 

 

 

12・31 宮崎県西臼杵郡高千穂町土呂久地区において多くの土呂久砒素公害

被害者を出し、慢性砒素中毒症の認定患者は 195名（うち生存者 45 名、死

亡者 150名。平成 27年 12 月 31日現在）にのぼった。590） 
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21．海技士身体検査 

 

 昭和 20 年～29年・昭和 30年～49年・昭和 40 年～63年・平成期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

1947 

昭和 22 

 

 

 

 

 

9・1 「船員法」を制定（昭和 22年 9月 1日 法律第 100号）した。同法

第 83 条には、「船舶所有者は、運輸大臣の指定する医師が船内労働に適

することを証明した健康証明書を持たない者を船舶に乗り組ませてはな

らない。」とした。船員は、「船員法施行規則」第 55 条に定める所定の

健康検査を受け、当該検査の結果に基づき、医師により合格した旨の判

定を受けなければ、船員として就労することができないと規定した。588) 

1951 

昭和 26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4・16 「船舶職員及び小型船舶操縦者法」を制定（昭和 26.4.16  法律第

149号）し、海技士と小型船舶操縦者の免許及び国家試験を規定した。588) 

10・15 運輸省が、「船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則」を制定（昭

和 26.10.15  運輸省令第 91号）し、海技国家試験の身体検査基準と小型

船舶操縦試験の身体検査基準を定めた。海技士国家試験の身体検査につ

いては、「身体検査は、別表第 3の検査項目の欄に掲げる項目別に行い、

その合格基準は、同表に定める身体検査基準によるものとする。」と規

定した。「海技士身体検査基準表」には、① 視力は、1  海技士（航海）

の資格：視力（矯正視力を含む。）が両眼共に 0.5 以上であること。2  海

技士（機関）の資格：視力が両眼で 0.4以上であること。3  海技士（通

信）又は海技士（電子通信）の資格：視力が両眼共に 0.4以上であるこ

と。② 色覚は、船舶職員としての職務に支障をきたす恐れのある色覚の

異常がないこと。③ 聴力は、5メートル以上の距離で話声語を弁別でき

ること。④ 疾病及び身体機能の障害の有無は、心臓疾患、視覚機能の障

害、精神の機能の障害、言語機能の障害、運動機能の障害その他の疾病

又は身体機能の障害により船舶職員としての職務に支障をきたさないと

認められること。等を定めた。588) 

10・15 小型船舶操縦者国家試験の身体検査については、「身体検査は、

別表第 9の検査項目の欄に掲げる項目について行う。」と規定した。「小

型船舶操縦士身体検査基準表」には、① 視力は、次の各号のいずれかに

該当すること。1 視力（矯正視力を含む。次号において同じ。）が両眼

共に 0.5 以上であること。2 一眼の視力が 0.5に満たない場合であつて

も、他眼の視野が左右 150 度以上であり、かつ、視力が 0.5以上である

こと。② 色覚は、夜間において船舶の灯火の色を識別できること。③ 聴

力は、船内の騒音を模した騒音の下で 300 メートルの距離にある汽笛の

音（音圧については 120デシベルとする。）に相当する音を弁別できる

こと。④ 疾病及び身体機能の障害の有無は、心臓疾患、視覚機能の障害、
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精神の機能の障害、言語機能の障害、運動機能の障害その他の疾病又は

身体機能の障害があつても軽症で小型船舶操縦者の業務に支障をきたさ

ないと認められること。ただし、身体機能の障害があつても、小型船舶

操縦者として乗船する小型船舶の操縦に支障がないと認められることを

もつて足りる。等を定めた。588) 

10・15 1～6級海技士免許（航海・機関・通信）は、5年ごとの更新を義

務付けた。一定の身体検査基準を満たし、講習実施機関が行う更新講習

会を修了する必要があった。身体適性検査では、① 視力については、海

技士（航海）の資格：両眼共に 0.5 以上であること、海技士（機関）の

資格：両眼で 0.4 以上であること、海技士（通信・電子通信）の資格：

両眼共に 0.4以上であること。② 色覚検査については、航海士・機関士・

通信士の全てが対象である。その他、聴力は 5ｍの耳語の弁別、不可の場

合は 5ｍの話声語の弁別であった。疾病・身体機能の障害有無の確認が必

要であった。588) 

  1961 

昭和 36 

 

－ 日本海難防止協会が『航海士の視力に関する研究』（船橋当直に於ける

見張作業の効果的実施方法に関する科学的研究 昭和 35年度中間報告）

を刊行した。29) 

  1962 

昭和 37 

 

－ 日本海難防止協会が『航海士の聴力に関する研究 聴力検査について』

（船橋当直に於ける見張作業の効果的実施方法に関する科学的研究 昭

和 36 年度第 4報）を刊行した。29) 

  1970 

昭和 45 

－ 日本海難防止協会が『海技従事者の視力に関する研究 昭和 44年度中

間報告書、昭和 45年度最終報告書』を刊行した。29)  

  1987 

昭和 62 

－ 日本海技協会が『海技従事者の身体検査基準に関する調査研究』を刊

行した。29) 

  1992 

平成 4 

3 日本海技協会が『海技従事者の身体検査基準(弁色力・聴力)に関する調

査研究』を刊行した。29) 

2014 

平成 26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4・1 国土交通省が、「船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則」を改正

（平成 26,2,1  国土交通省令第 5号）した。海技試験や海技免状（大型）

の申請における、「身体適性基準（身体検査基準）」及び「海技士身体検

査証明書」の様式を変更した。「身体検査基準」のうち、海技士（大型

免状）は、視力、色覚の基準を変更した。視力（矯正視力可）：海技士

（航海）各眼共に 0,5 以上、海技士（機関）両眼で 0,4 以上、海技士（通

信・電子通信）各眼共に 0.4 以上。色覚：海技士（航海）正常又はパネ

ルＤ-15をパス、海技士（機関・通信・電子通信）上記又は特定船員色識

別適正確認表を識別できること。また、小型船舶操縦士（小型免許）の

視力は、両眼共に 0.5以上であると変更した。588) 
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22．航空身体検査 

 

 昭和 20 年～29年・昭和 30年～49年・昭和 50 年～63年・平成期 

年号 健 康 診 断 の 動 き 

  1952 

昭和 27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7・15 「航空法」を制定（昭和 27.7.15  法律第 231 号）した。運輸大臣又

は指定航空身体検査医（申請により指定した要件を備える医師をいう。）

は、申請により、技能証明を有する者で航空機に乗り組んでその運航を行

おうとする者について、身体検査基準に適合すると認める時は、航空身体

検査証明を行う。航空身体検査証明の有効期間は、技能証明の資格ごとに、

その者の年齢及び心身の状態並びにその者が乗り組む航空機の運航の態様

に応じて、運輸省令で定める期間とした。588) 

7・31 運輸省が、「航空法施行規則」を制定（昭和 27.7.31  運輸省令第 56

号）した。〔航空身体検査証明の申請〕申請する者は、申請前 1月以内に

受けた検査の結果を記載したものを運輸大臣又は指定航空身体検査医に提

出した。〔身体検査基準及び航空身体検査証明書〕定期運送用操縦士、事

業用操縦士等の場合は、第 1種身体検査基準により第 1 種航空身体検査証

明書を、自家用操縦士、航空機関士等の場合は、第 2種身体検査基準によ

り第 2 種航空身体検査証明書を必要とした。〔身体検査基準の内容〕別表

第 4、航空身体検査証明書の様式は第 24号様式の通りとした。別表第 4の

規定の一部に適合しない者のうち、航空機に乗り組んでその運航を行うの

に支障を生じないと運輸大臣が認める者は、身体検査基準に適合するもの

とみなした。運輸大臣は、航空身体検査証明に、航空業務を行うについて

必要な条件を付し、及びこれを変更することが出来た。〔航空身体検査証

明の有効期間〕航空身体検査証明書の交付の日から起算して、定める期間

が経過する日までの期間とした。定期運送用操縦士、事業用操縦士の場合、

交付日における年齢が 60 歳未満の者は期間が 1年、60 歳以上の者は期間

が 6 月であった。航空機関士等は 1年であった。運輸大臣又は指定航空身

体検査医は、航空身体検査証明を申請した者に対し、航空身体検査証明申

請書を返付した。〔指定航空身体検査医〕身体検査を実施した時は、所定

の事項を記載した航空身体検査証明申請書の写しを 10 日以内に国土交通

大臣に提出した。航空身体検査医の指定を受けようとする者は、航空身体

検査医指定申請書に、履歴書、医師免許証の写し、航空身体検査指定機関

に所属していることを証明する書類を添えて、運輸大臣に提出した。運輸

省令で定める要件は、航空身体検査指定機関に所属する医師、航空身体検

査証明についての運輸大臣が行う講習会に出席又は講習会に出席した者と

同等以上と認められる知識を有し、 臨床又は航空医学の経験を 5年以上有

する、等であった。指定は、航空身体検査医指定書を交付することによつ

て行った。当該指定には、期限を附することが出来た。運輸大臣は、指定
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を行った時は、告示した。〔航空身体検査指定機関〕指定申請書に、証明

書類を添えて、国土交通大臣に提出した。指定は、要件に適合する医療機

関等に対して行った。指定の要件は、「医療法」の許可を受けた病院若し

くは診療所等で、身体検査を実施する医師が、各診療科に、必要な数以上

配置し、 身体検査に必要な設備及び器具を備え、航空身体検査証明に関し

十分な知識を有し、「実務管理者」を置き、身体検査を適正に実施しうる

検査体制を有するとした。指定は、航空身体検査指定機関指定書を交付し、

期限を付することが出来た。国土交通大臣は、指定を行つた時は、告示し

た。588) 

7・31 航空機乗組員は、「航空法」第 31条の定めにより、航空機の操縦に係

る技能証明の他、運輸大臣又は指定航空身体検査医による航空身体検査証

明を取得する必要があった。これは、航空機乗組員が航空機に乗り組んで、

その運航業務を遂行するために必要な心身の状態を保持しているかどうか

について検査・証明を行うものであった。「航空法」では、「運輸大臣又は

指定航空身体検査医は申請により、航空身体検査証明を行う。」と規定した。

588) 

7・31 航空機乗組員に必要となる航空身体検査証明は、定期運送用操 

  縦士、事業用操縦士等の場合は、第 1種航空身体検査証明書があり、 

 航空身体検査証明の有効期間は、60歳未満では 1年、60 歳以上が 6 

月であった。588) 

  1958 

昭和 33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1・6 防衛庁が「航空身体検査に関する訓令」（防衛庁訓令第１号）を発し

た。訓令は、航空身体検査の種類、合格基準、実施等に関し必要な事項を

定めた。「航空身体検査」は、操縦士等に対する医学的適性検査であった。

内容は、航空身体検査の種類（検査甲及び検査乙）、航空身体検査の合格

基準（別表）、航空身体検査審査会、合格証明、航空事故発生時の検査、

航空身体検査の実施及び判定、報告、委任規定であった。別表には「航空

身体検査合格基準」を示した。検査項目は、1  身長、2  胸囲、3  体重、

4  呼吸機能、5  血圧、6  脈拍、7  起立耐性、8  視力 (遠距離視力、中

距離視力、近距離視力)、9  斜位、10  輻輳近点、11  眼球運動、12  色

覚、13  深視力、14  視野、15  夜間視力、16  聴力、17  心電図、18  疾

患等（付表第 2）、19  総合であった。付表第 1には「胸囲及び体重基準」、

付表第 2に「不合格疾患等」を具体的に示した。 

  1982 

昭和 57 

 

 

2・9 日本航空の福岡発東京行 350 便ＤＣ-8-61型機が、羽田空港沖に墜落

し、乗客・乗員 24名が死亡、149 名が重軽傷を負う事故が発生した。日航

羽田沖墜落事故と呼ばれた。事故の直接の原因は、機長の操縦によるもの

であった。機長は業務上過失致死罪により逮捕となったが、精神鑑定によ
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り妄想性精神分裂病と診断され、心神喪失の状態にあったとして検察によ

り不起訴処分となった。589) 

  1984 

昭和 59 

 

 

 

 

6・27 航空医学研究センターは、航空機乗組員の航空身体検査の実施、医学

的資料の収集を始めとする航空に関する医学的、人間工学的な研究の推進

並びに航空医学等に関する知識の普及及び啓発に関する事業を行うため

に、昭和 59 年 6月 27日に財団法人として発足した。平成 26年 4月 1日よ

り「一般財団法人 航空医学研究センター」となった。589) 

  1991 

平成 3 

6 運輸省航空局技術部乗員課が『航空身体検査の手引き  指定航空身体検査

医と航空機乗組員のために』を刊行した。29) 

  2000 

平成 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1・28 国土交通省航空局安全部が「航空運送事業に使用する航空機に 60 歳

以上の航空機乗務員を乗務させる場合の基準」（空航第 100 号・空乗第 23

号）の通達を発した。本基準は、本邦航空運送事業者が行う航空運送事業

に使用する航空機に 60歳以上の航空機乗務員を乗務させる場合の基準を

定めた。〔1  国際航空運送事業に使用する航空機又は国際航空運送を除く

航空運送事業に使用する客席数が 60を超える航空機若しくは最大離陸重

量が 25,000 キログラムを超える航空機に 60 歳以上の航空機乗務員を乗務

させる場合の基準〕：最少乗務員数が 2人以上と指定している航空機に乗務

する操縦士及び航空機関士の年齢の上限は 68歳とする。60歳未満の操縦

士が 1 人以上乗務すること。(4) 65 歳以上の航空機乗務員の乗務時間は、

運航規程審査要領細則に定める乗務時間の 8割（1暦月 80時間、3暦月 216

時間及び 1暦年 800時間を超えない）とする。(5) 60歳以上の航空機乗務

員は、「航空身体検査付加検査実施要領」に定める「付加検査」を受け、こ

れに合格していること。(7) 60 歳以上 65歳未満の操縦士を組み合わせて

乗務させる場合：航空身体検査基準の一部に適合しないため国土交通大臣

の判定を申請し、条件付合格の判定を受けた者を組み合わせて乗務させる

場合には、その可否について国土交通大臣の判定を受ける。〔2  国内にお

いて路線を定めて行う航空運送事業で使用する客席数が 60以下であり、最

大離陸重量が 25,000 キログラム以下の航空機に 60 歳以上の航空機乗務員

を乗務させる場合の基準〕： (1) 62 歳未満の者を乗務させる場合 ① 機

長のみで運航できる場合であっても、操縦士を乗務させる。② 操縦士は

60歳未満である。(2) 62 歳未満の者を乗務させる場合であって、国内有償

運航を行う場合：① 最少乗務員が 2人以上と指定している航空機に乗務す

る操縦士の年齢の上限は、68歳未満とする。60歳未満の操縦士が 1人以上

乗務する。② 最少乗務員が 1人と指定している航空機に乗務する操縦士の

年齢の上限は、68歳未満とする。④ 62歳以上の航空乗務員は、付加検査

を受け、合格している。⑤ 65 歳以上の航空乗務員の乗務時間は、運航規

程審査要領細則に定める乗務時間の 8割（1暦月 80時間、3暦月 216 時間
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及び 1 暦年 800時間を超えない）とする。(4) 60 歳以上 65歳未満の操縦

士を組み合わせて乗務させる場合：① 健康管理担当者を配置するととも

に、健康管理部門、航空産業医及び航空身体検査証明を担当する指定航空

身体検査医との間において、常時連絡のとれる体制を整備している。② 健

康管理部門、航空産業医及び運航管理部門との間で、60歳以上の操縦士に

ついて定期審査及び航空身体検査等の結果を共有し、必要に応じ対策が講

じられる体制を整備している。③ 航空身体検査基準の一部に適合しないた

め国土交通大臣の判定を申請し、条件付合格の判定を受けた者を組み合わ

せて乗務させる場合には、その可否について国土交通大臣の判定を受けた。

付加検査に合格することを条件に 68歳未満となった。航空医学研究センタ

ーでは、平成 12年 5月 29 日付で 65歳時に実施する航空身体検査付加検査

を実施した。589) 

  2002 

平成 14 

4・20 国土交通省航空局技術部乗員課が『航空身体検査の手引き 指定航空

身体検査医と航空機乗組員のために』を刊行した。29) 

  2007 

平成 19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3・2 国土交通省航空局が、通達「航空身体検査マニュアル」（国空乗第 531

号）を発し、制定した。マニュアルの構成は、航空身体検査証明の意義、

指定航空身体検査医（「指定医」）、身体検査の方法、大臣判定申請、航空身

体検査項目等から成っていた。航空身体検査項目等は、次のようであった。

1. 一般、2. 呼吸器系、3. 循環器系、4. 消化器系、5. 血液及び造血機能、

6. 腎臓、泌尿器系及び生殖器系、7. 運動器系、8. 精神及び神経系、9. 眼、

10. 視機能、11. 耳鼻咽喉、12. 聴力、13. 口腔及び歯牙、14. 総合、等

であった。588)  

3・2 航空大学校の入学試験において、航空身体検査を実施した。588) 

5・29 国土交通省航空局安全部運航安全課長から、「航空身体検査付加検査

実施要領」（空航第 100号・空乗第 23 号）を発した。本要領は、航空運送

事業者が「航空運送事業に使用する航空機に 60歳以上の航空機乗務員を乗

務させる場合の基準」（平成 12年 1月 28 日付空航第 100号・空乗第 23号、

その後の改正を含む。）に基づいて 60 歳以上の航空機乗務員（「加齢航空機

乗務員」）を乗務させる場合において、加齢航空機乗務員が航空身体検査証

明に係る検査に加えて受検すべき「付加検査」について、その検査方法、

判定基準及び実施方法の詳細を定めた。〔付加検査の実施時期及び項目〕：

ア 60 歳時に実施する検査項目：① 医師問診、② 安静時心電図、③ 血清

脂質検査、④ ホルター心電図、⑤ トレッドミル負荷心電図、⑥ 心エコー

検査、⑦ 頭部ＭＲＩ検査。イ 65 歳時に実施する検査項目：上記アに規定

する検査、① 脳波検査、② 冠動脈ＣＴ検査。検査項目②については、④

から⑥の検査結果、心筋虚血所見（疑いを含む）が認められる場合。ウ 6

ヶ月毎に実施する検査項目：① 医師問診、② 安静時心電図。エ 1年毎に

http://www.aeromedical.or.jp/check/documents/tsuchibun_20150529.pdf
http://www.aeromedical.or.jp/check/documents/tsuchibun_20150529.pdf
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実施する検査項目：① 血清脂質検査。〔60歳時に付加検査を受検しようと

する者〕：付加検査の前（1ヶ月以内）に、スクリーニング検査として次に

掲げる検査を実施した。全ての検査において判定基準に適合している場合

には当該付加検査を免除した。免除になった場合には、指定航空身体検査

医は、付加検査の判定結果を申請者に通知するとともに、航空身体検査付

加検査（スクリーニング検査）結果報告書により航空局安全部運航安全課

長に報告した。スクリーニング検査を実施し、判定基準のいずれかに適合

していない場合は付加検査を実施した。① 医師問診、② 血清脂質検査、

③ 安静時心電図、④ 血圧検査。 〔付加検査の申請〕： (1) 加齢航空機乗

務員の乗務を希望する場合は、航空身体検査付加検査（スクリーニング検

査）申請書を指定医に提出した。(2)「大臣判定条件付き合格者」が乗務を

希望する場合には、付加検査受検の可否について国土交通大臣の判定を仰

いだ。〔付加検査の実施〕：(1) 60 歳時及び 65歳時に実施する付加検査は、

満 60歳及び満 65 歳に達する日から遡ってそれぞれ 6月を超えない日から

受けることが出来た。(2) 60歳時に実施する付加検査の判定は、航空局に

より一定の検査判定レベルを有していることが確認された機関が実施し

た。なお、脳波検査及び循環器関連の検査は、以下の通り実施し、指定医

は、総合的に判定を行った。① 脳波検査：日本てんかん学会が認定するて

んかん専門医が在籍する機関において脳波検査を実施したものを、指定医

に提供した。② 循環器関連の検査：65歳時に実施する付加検査における

循環器関連の検査は、トレッドミル負荷心電図、ホルター心電図及び心エ

コー検査を専門医が実施し、心筋虚血所見（疑いを含む）が認められた場

合には、同機関において冠動脈ＣＴ検査を実施した結果を、指定医に提供

した。(3) 65歳時に実施する付加検査の判定を行う航空身体検査指定機関

は、航空局に申請した。〔大臣判定条件付き合格者等の取扱い〕：(1) 大臣

判定条件付き合格者で、加齢航空機乗務員としての乗務を希望する者は、

60歳の誕生日から遡って 6ヶ月以内に航空身体検査を受験し、大臣判定の

申請を行い、国土交通大臣の判定を仰いだ。(2) 航空身体検査の結果、新

たに航空身体検査基準の一部に適合しなくなった者で、乗務を希望する者

は、付加検査受検の可否について国土交通大臣の判定を仰いだ。〔付加検査

結果の判定〕：(1) 付加検査の結果の判定は、指定医が判定基準に基づき行

った。(3) 指定医は、付加検査の判定結果を申請者に通知するとともに、

航空身体検査付加検査（スクリーニング検査）結果報告書により航空局安

全部運航安全課長に報告した。 (4) 付加検査の結果不合格となった者が加

齢航空機乗務員として乗務することについて国土交通大臣の判定を受けよ

うとする場合には、申請を行う。〔その他〕：航空運送事業者は、自社の健

康管理体制において加齢航空機乗務員の健康状態を把握するとともに、加

齢航空機乗務員が身体検査基準に適合しない等心身上の理由により付加検
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査の更新を行わない場合には、指定医を通じ航空局安全部運航安全課長に

その旨報告した。589) 

  2013 

平成 25 

 

 

11・27 航空局から、通達「運動負荷心電図検査について」（国空航第 688 号）

を発した。589) 

11・27 航空局から、通達「屈折矯正手術後における検査結果の確認要領」

（国空航第 689号）を発した。589) 
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602  中災防安全衛生情報センターホームページ. 

603  労働科学研究所ホームページ. 

 

 

 

 

 

 

小池慎也プロフィール 

1946 年，神奈川県に生れる。 

1967 年，日本鋼管（株）（現・ＪＦＥエンジニアリング）日本鋼管病院に入社。健康

管理部衛生調査室に勤務し，7 年間製鉄所・造船所の労働衛生調査に従事。 

1974 年，公益財団法人神奈川県予防医学協会に就職。集団検診センター検査部環境

衛生科に勤務し，県内各企業の作業環境調査に従事。1988 年企画調整部に移り，事

業の運営管理に携わり定年退職。 

2006 年，公益社団法人全国労働衛生団体連合会に就職。特定保健指導事業，広報誌・

図書発行，労働衛生サービス機能評価制度運営等に従事， 

2013 年退職。 

 

著書  

『作業環境測定士必携』（共著、1986 年）， 

『作業環境測定Ｑ＆Ａ』（共著，1987 年）， 

『戸田弘一先生と労働衛生運動  五十年の実践記録』（編集，1994 年）， 

『河の響き  畔栁治三雄理事長・四十年の奔流』（編集，1997 年）， 

『健康診断の歴史』（自家本 2018 年）， 

『女工哀史のゴーストライター』（自家本 2019 年）。 

 

趣味  

工芸品鑑賞，読書，旅行等。 

 


